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１ 大気汚染物質の測定

(1)測定実施機関 長崎県

(2)測定期間 令和４年４月１日～令和５年３月３１日

(3)測定地点数 １地点（大村測定局…久原 2丁目 1492-4 ※第 1種住居地域）

(4)測定回数 モニタリング装置から随時自動送信

(5)測定項目 二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、二酸化窒素、光化学オキシダント、

微小粒子状物質（PM2.5）

(6)評価方法 測定された物質ごとの測定値を環境基準と比較した。

(7)適合状況

測定物質
及び環境基準

有効測

定日数

有効測

定時間

評価方法

及び評価

二酸化硫黄

１時間値の１日平均
値が 0.04ppm 以下で
あり、かつ１時間値
が0.1ppm以下である
こと

363 8,680

短期的評価 １時間値が 0.1ppm 以下 ○

○
１時間値の 1日平均値が

0.04ppm 以下
○

長期的評価
1日平均値の 2%除外値が

0.04ppm 以下
○

○
1 日平均値が 0.04ppm を超えた

日が 2日以上連続していない
○

浮遊粒子状物質

１時間値の１日平均
値が 0.10mg/㎥以下
であり、かつ１時間値
が 0.20mg/㎥以下で
あること

364 8,736

短期的評価 １時間値が 0.20mg/㎥以下 〇

〇
１時間値の 1日平均値が

0.10mg/㎥以下
〇

長期的評価
1日平均値の 2%除外値が

0.10 mg/㎥以下
○

○
1日平均値が0.10mg/㎥を超えた

日が 2日以上連続していない
○

二酸化窒素

１時間値の１日平均
値が 0.04ppm か ら
0.06ppm までのゾー
ン内又はそれ以下で
あること

363 8,681
長期的評価

○

１日平均値の年間 98％値が

0.06ppm 以下であること
○

光化学オキシダント

１時間値が 0.06ppm
以下であること

365 5,429
短期的評価

×

昼間（5 時から 20 時まで）の１時

間値が 0.06ppm 以下であること
×

微小粒子状物質

（PM2.5）

１年平均値が 15μg/
㎥以下であり、かつ、
１日平均値が 35μg/
㎥以下であること

363 8,717

長期的評価
短期基準：１日平均値の年間
98％値が 35μg/㎥以下であるこ
と

○

○
長期基準：１年平均値が 15μg/
㎥以下であること

○
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⑤
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◆大気汚染
（PM２．５及び光化学オキシダント）

１ PM２．５について

(1) 微小粒子状物質（PM2.5）とは

○大気中に浮遊している 2.5μm（1μmは 1mmの千分の 1）以下の小さな粒子のことで、従来から環境基

準を定めて対策を進めてきた浮遊粒子状物質（SPM：10μm以下の粒子）よりも小さな粒子。

○PM2.5は非常に小さいため（髪の毛の太さの1/30程度）、肺の奥深くまで入りやすく、呼吸系への影響に

加え、循環器系への影響が心配されている。

○粒子状物質には、物の燃焼などによって直接排出されるものと、硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、

揮発性有機化合物（VOC）等のガス状大気汚染物質が、主として環境大気中での化学反応により粒子化

したものとがある。発生源としては、ボイラー、焼却炉などのばい煙を発生する施設、コークス炉、鉱物の

堆積場等の粉じんを発生する施設、自動車、船舶、航空機等、人為起源のもの、さらには、土壌、海洋、

火山等の自然起源のものもある。

○これまで取り組んできた大気汚染防止法に基づく工場・事業場等のばい煙発生施設の規制や自動車排

出ガス規制などにより、SPM と PM2.5 の年間の平均的な濃度は減少傾向にある。

(2) 環境基準について

○環境基本法第 16 条第１項に基づく人の健康の適切な保護を図るために維持されることが望ましい水準

として以下のとおり環境基準が定められている。

１年平均値 15μg/m3以下かつ１日平均値 35μg/m3以下 （平成 21年 9月設定）

(3) 「注意喚起」について

○PM2.5 については、1 時間値の環境基準が定めておらず、また、大気汚染防止法に基づく「注意報の発

令基準」が定められていないため、各自治体において「注意報」に準じて、濃度が高い場合に「注意喚

起」等が出されることになっている。

○長崎県の場合は、環境省の対応に準じて、①午前５時～午前７時の平均値が 85μg/m3 を超えた場合、

または、②午前５時～正午の平均値が 80μg/m3を超えた場合は、1 日平均濃度が国の暫定指針値７０

μg/m3 を超える恐れがあるとして注意喚起を行うことになっている。 な

お、上記①②に該当しない場合であっても、日中の濃度上昇により PM2.5 濃度の日平均値が７０μg/m3

を明らかに越えると予想される場合には、関係市町と協議のうえ、注意喚起を行うこととなっている。（午

後２時から午後６時の各時間帯で判断）

参考資料
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(4) 微小粒子状物質(PM2.5)の県内状況について

①環境基準達成状況 （参考資料「長崎県令和４年度大気環境調査結果」）

微小粒子状物質は、平成 21 年 9月に環境基準が設定され、本県においては平成 24年度から測定を

開始しており、令和 4年度は 18 測定局で実施。

令和 4年度の測定結果は、18 測定局すべてにおいて環境基準を達成。

●注意喚起の発表状況

・平成 25年 3月 19 日に壱岐地区に県内初の注意喚起を発表した。

・平成 25年度は11月 3日に佐世保・大塔局の午前5時～午前7時の1時間値の平均値が86.6μg/

㎥ に達したため本土地区に、2月3日に長崎市・稲佐小学校局で午前5時～午前7時の１時間値の

平均値が 87μg/㎥ に達したため県央地区に、それぞれ注意喚起を発表した。

・平成 26年度は3月 22日に対馬局、壱岐局、五島局の午前5時～午前7時の 1時間値の平均値が

それぞれ128.3μg/㎥ 、124.7μg/㎥ 、111μg/㎥ に、松浦志佐局の午前5時～午後0時の1時間

値の平均値が 109.3μg/㎥ に達したため、対馬地区、壱岐地区、五島地区、県北地区に注意喚起を

発表した。

・平成 27年度は 1月 4日に対馬局で午前 5時～午後0時の 1時間値の平均値が 88μg/㎥に達した

ため、対馬地区に注意喚起を発表した。

・平成 28年度は、注意喚起を行う状況には至らなかった。

・平成29年度は、3月25日に壱岐局で午前5時～午前７時の1時間値の平均値が86μg/㎥ に達し

たため、壱岐地区に注意喚起を発表した。

・平成 30年度は、注意喚起を行う状況には至らなかった。

・令和元年度は、注意喚起を行う状況には至らなかった。

・令和 2年度は、3 月 29 日に対馬局で日中の濃度上昇により PM2.5 濃度の日平均値が 70μg/㎥ を

明らかに超えると予想されたため、対馬地区に注意喚起を発表した（日平均値は 94μg/㎥ であっ

た）。また、3 月 30 日に壱岐測定局で午前 5時～午前 7時の 1時間値の平均値が 91.7μg/㎥ に達

したため、壱岐地区に注意喚起を発表した。

・令和 3年度及び令和 4年度は、注意喚起を行う状況には至らなかった。
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●令和４年度微小粒子状物質(PM2.5)の測定状況

②注意喚起対象区域

●県央地区（長崎市、西海市（平島、江ノ島を除く）、時津町、長与町、諫早市、大村市、川棚町、

波佐見町、東彼杵町）

●県北地区（佐世保市（宇久町を除く）、松浦市、平戸市、佐々町）

●県南地区（島原市、雲仙市、南島原市）

●五島地区（五島市、新上五島町、佐世保市宇久町、西海市（平島、江ノ島）、小値賀町）

●壱岐地区（壱岐市）

●対馬地区（対馬市）

(5) 注意喚起の内容

○暫定指針値：日平均値 70μg/㎥を超える可能性がある。

○不要不急の外出は控え、屋外での激しい運動はできるだけ減らす。

○マスクをする場合は、サイズを合わせるなど適切に着用する。

○屋内に粒子を持ち込まないように、屋内の換気は必要最小限にし、洗濯物はできるだけ部屋の中に干す

などの工夫をする。

○呼吸器系（ぜん息など）や循環器系（心臓病など）の疾患がある人、子供、高齢者には、体調の変化に注

意するよう呼びかける。

測 定 局 年平均値(μg/㎥) 日平均値 35μg超えの日数

諫早局 10.0 １日

島原局 9.8 １日

大村局 10.3 １日

川棚局 9.8 １日

時津小学校局 9.3 １日

雪浦局（西海市） 8.5 １日

松浦志佐局 10.0 １日

対馬局 9.1 ４日

壱岐局 7.9 ３日

五島局 9.7 ２日

小浜局 8.0 １日

小ヶ倉支所局（長崎） 9.1 １日

稲佐小学校局（長崎） 10.7 ２日

村松局（長崎） 7.9 １日

東長崎支所局（長崎） 9.2 １日

福石局（佐世保） 9.9 ２日

大塔局（佐世保） 9.7 １日

吉井局（佐世保） 8.5 １日
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２ 光化学オキシダントの現況について

(1) 光化学オキシダントとは

工場の煙突から出る煙や、自動車からの排気ガスの中には、窒素酸化物や炭化水素などの大気汚染物

質が含まれ、これらの物質に太陽の「紫外線」が照射されると、オゾンを主体とする酸化力の強い物質が生

成される。このように、太陽の光の作用により二次的に生成（光化学反応）した「オゾンを主体とする酸化力

の強い物質」を光化学オキシダントと言う。

(2) 大気測定局の設置状況（令和 5年 3 月 31 日現在）

(3) 測定結果について

ア 本県においては、光化学オキシダントの濃度が 1990 年以降上昇傾向にある。

イ 平成８年度から継続して県内すべての測定局で環境基準を超過。

ウ 例年 3～6月の春期、9～10 月の秋期に濃度が高くなる傾向にある。

エ 濃度が高くなる原因については、大陸からの移流や成層圏からのオゾン降下の影響が示唆されている

が､明確にはなっていない。

【本県での高濃度オキシダント発生時の特徴】

①人為的な汚染源の少ない離島地域で高濃度オキシダントが発生し、注意報が発令されていること。

②光化学反応とは本来関係しないはずの日没後の夜間や早朝の時間帯にも、高濃度の値が観測され

ていること。

③同時期に県内の広い範囲で発生していること。

(4) 環境基準について

○１時間値が 0.06ppm 以下であること。

(5) 光化学オキシダント注意報発令基準

○午前9時から午後6時までの間に光化学オキシダント濃度の１時間値が0.12ppm以上で、気象条件から

みて、その状態が継続すると認められる場合に、都道府県知事等より発令される。

○県の「大気汚染緊急時対策実施要綱」及び「オキシダント注意報発令実施要領」にて、注意報発令の実

施方法、解除や方法等について細目が定められている。（なお、１時間値が 0.1０ppm 以上になった場合

は、注意報発令の準備を行うことになっている。）

長崎県設置局 １１局 光化学オキシダントは全１１局で測定

長崎市設置局 ６局 光化学オキシダントは４局で測定

佐世保市設置局 ７局 光化学オキシダントは５局で測定

企業設置局 １9局 光化学オキシダントは６局で測定

合 計 ４3局 光化学オキシダントは２６局で測定
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３　大気汚染物質の測定項目別の月間値（令和４年度）

(1) 二酸化硫黄 環境基準：１時間値0.1ppm以下かつ１日平均値0.04ppm以下

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間値

有効測定日数 （日） 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 29 363

測定時間 （時間） 715 740 715 739 739 715 740 716 740 739 667 715 8680

月平均値 （ppm） 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

１時間値が0.1ppmを
超えた時間数

（時間） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日平均値が0.04ppmを
超えた日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１時間値の最高値 （ppm） 0.007 0.008 0.011 0.009 0.014 0.008 0.012 0.010 0.006 0.008 0.008 0.014 0.014

日平均値の最高値 （ppm） 0.003 0.002 0.002 0.003 0.002 0.003 0.002 0.004 0.002 0.003 0.003 0.004 0.004

日平均値の2%除外値（ppm） 0.003

日平均値が0.04ppmを超えた日が２日以上連続したことの有無（有＝× ・無＝○） 〇

環境基準の長期的評価による日平均値が0.04ppmを超えた日数（日） 0

(2)浮遊粒子状物質 環境基準：１時間値0.20mg/㎥以下かつ１日平均値0.10mg/㎥以下

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間値

有効測定日数 （日） 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 30 364

測定時間 （時間） 717 743 718 743 743 718 743 719 743 743 670 736 8736

月平均値 mg/㎥ 0.014 0.016 0.014 0.019 0.016 0.016 0.014 0.016 0.012 0.017 0.014 0.017 0.015

１時間値が0.2mg/㎥
を超えた時間数

（時間） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日平均値が0.1mg/㎥
を超えた日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１時間値の最高値 mg/㎥ 0.032 0.041 0.039 0.072 0.064 0.064 0.046 0.072 0.053 0.080 0.042 0.049 0.080

日平均値の最高値 mg/㎥ 0.025 0.033 0.031 0.038 0.032 0.040 0.030 0.030 0.022 0.063 0.025 0.033 0.063

日平均値の2%除外値（mg/㎥） 0.032

日平均値が0.1mg/㎥を超えた日が２日以上連続したことの有無（有＝× ・無＝○） 〇

環境基準の長期的評価による日平均値が0.1mg/㎥を超えた日数（日） 0

(3)二酸化窒素 環境基準：日平均値が0.04～0.06ppmの範囲内か、それ以下

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間値

有効測定日数 （日） 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 29 363

測定時間 （時間） 715 740 715 740 739 715 740 716 740 739 667 715 8681

月平均値 （ppm） 0.004 0.004 0.002 0.002 0.002 0.003 0.004 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 0.004

１時間値が0.2ppmを
超えた時間数

（時間） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１時間値が0.1ppm以
上0.2ppm以下の時間
数

（時間） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日平均値が0.06ppmを
超えた日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

日平均値が0.04ppm
以上0.06ppm以下の
日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１時間値の最高値 （ppm） 0.018 0.018 0.013 0.011 0.009 0.012 0.016 0.020 0.021 0.026 0.035 0.037 0.037

日平均値の最高値 （ppm） 0.007 0.006 0.005 0.004 0.004 0.005 0.008 0.009 0.010 0.011 0.011 0.010 0.011

日平均値の年間98%値（ppm） 0.010

98%値評価にによる日平均値が0.06ppmを超えた日数（日） 0

区    分

区    分

区    分
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(4)光化学オキシダント 環境基準：１時間値が0.06ppm以下

注意報発令基準：1時間値0.12ppm以上

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間値

昼間測定日数 （日） 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365

昼間測定時間 （時間） 448 463 447 463 463 445 463 448 463 463 417 446 5429

昼間の１時間値の月
平均値

（ppm） 0.043 0.048 0.032 0.031 0.024 0.028 0.034 0.033 0.031 0.031 0.034 0.040 0.034

昼間の１時間値が０．
０６ppmを超えた日数

（日） 10 16 2 2 1 0 2 2 0 1 2 9 47

昼間の１時間値が０．
０６ppmを超えた時間
数

（時間） 62 109 13 4 10 0 7 7 0 3 4 29 248

昼間の１時間値が０．
１２ppm以上の日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

昼間の１時間値の最
高値

（ppm） 0.079 0.086 0.076 0.085 0.067 0.056 0.069 0.066 0.053 0.063 0.065 0.075 0.086

昼間の最高１時間値
の月間平均値

（ppm） 0.055 0.060 0.042 0.042 0.032 0.039 0.047 0.048 0.040 0.041 0.047 0.053 0.046

昼間の１時間値が
0.12ppm以上の時間
数（時間）

（時間） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(5)微小粒子状物質（PM2.5） 環境基準：1年平均値が15㎍/㎥以下、かつ、1日平均値が35㎍/㎥以下

注意喚起基準：午前5時から午前7時までの１時間値の平均値が85㎍/㎥を超えた場合、又は

　　　　　 　　　　午前5時から午後０時までの１時間値の平均値が80㎍/㎥を超えた場合

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 年間値

有効測定日数 （日） 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 29 363

測定時間 （時間） 719 743 718 743 743 718 743 719 743 743 670 715 8717

月平均値 （㎍/㎥） 9.3 11.9 7.9 9.7 7.0 9.0 9.4 12.7 9.4 13.6 11.9 12.0 10.3

日平均値の最高値 （㎍/㎥） 15.1 24.0 20.8 24.1 19.8 23.8 22.0 22.9 15.8 58.7 22.3 24.2 58.7

日平均値が35㎍/㎥を
超えた日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1

午前5時から午前7時
までの１時間値の平
均値が85㎍/㎥を超え
た日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

午前5時から午後０時
までの１時間値の平
均値が80㎍/㎥を超え
た日数

（日） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

24.0

区    分

区分

日平均値の年間98%値（㎍/㎥）
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[１] 二酸化硫黄（グラフ）

区    分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

月平均値 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001 0.001

[２] 浮遊粒子状物質（グラフ）

区    分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

月平均値 0.014 0.016 0.014 0.019 0.016 0.016 0.014 0.016 0.012 0.017 0.014 0.017

[３] 二酸化窒素（グラフ）

区    分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

月平均値 0.004 0.004 0.002 0.002 0.002 0.003 0.004 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005

[４] 光化学オキシダント（グラフ）

区    分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

昼間の１時間値
の月平均値

0.043 0.048 0.032 0.031 0.024 0.028 0.034 0.033 0.031 0.031 0.034 0.040

区    分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
０．０６ppmを超えた
時間数

62 109 13 4 10 0 7 7 0 3 4 29

[５]微小粒子状物質（PM2.5）（グラフ）
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区　分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

月平均値 9.3 11.9 7.9 9.7 7 9 9.4 12.7 9.4 13.6 11.9 12
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微小粒子状物質の月別平均値

環境基準 月平均値
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２　公共用水域及び地下水の水質測定

　（１）　大村湾の水質の現状

　　①　調査実施機関　長崎県   

　　②　令和４年度の
　　　　 測定結果

○大村湾全体の測定値（17測定地点の平均値）

○17測定地点ごとの測定値

測定地点名
COD DO 大腸菌数 

n-ヘキサン
抽出物質

全窒素 全燐

（㎎/l） （㎎/l） (CFU/100mｌ) （㎎/l） （㎎/l） （㎎/l）

最小値 最大値 75％値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値

中央（北） 8.0 8.3 1.7 8.4 7 <0.5 0.15 0.019

中央（中） 7.9 8.4 1.7 8.2 2 <0.5 0.16 0.016

中央（南） 7.7 8.4 1.9 8.6 4 <0.5 0.15 0.016

早岐港 8.1 8.4 1.7 8.5 190 <0.5 0.17 0.020

川棚港 8.1 8.4 2.0 8.8 11 <0.5 0.13 0.016

彼杵港 8.1 8.4 1.9 8.8 120 <0.5 0.14 0.015

郡川沖 8.1 8.4 2.2 9.2 280 <0.5 0.15 0.016

自衛隊沖 8.1 8.4 2.2 9.3 270 <0.5 0.17 0.018

競艇場沖 8.1 8.4 2.3 9.5 6 <0.5 0.17 0.016

喜々津川沖 8.1 8.4 2.3 9.3 13 <0.5 0.20 0.019

祝崎沖 8.1 8.4 2.1 9.0 5 <0.5 0.18 0.017

長与浦 8.1 8.4 2.1 9.1 10 <0.5 0.19 0.021

久留里沖 8.1 8.4 1.9 9.0 8 <0.5 0.17 0.016

形上湾 8.1 8.4 2.1 8.9 8 <0.5 0.14 0.015

大串湾 8.0 8.4 1.6 8.7 18 <0.5 0.13 0.015

久山港沖 8.1 8.4 2.5 9.4 13 <0.5 0.25 0.021

堂崎沖 7.9 8.4 2.0 8.7 3 <0.5 0.16 0.013

環  境  基  準 〈 Ａ 類 型 〉 令和４年度 令和３年度
水素イオン濃度  pH ７．８～８．３ ８．０～８．４ ８．０～８．４
化学的酸素要求量 ＣＯＤ ２．０㎎/ｌ以下 ２．０ ２．４
溶存酸素  ＤＯ ７．５㎎/ｌ以上 ８．９ ８．３
大腸菌数  （R4年度より実施） 300CFU/100mｌ以下 ５７ －
ｎ－ﾍｷｻﾝ抽出物質（油分等） 検出されないこと ＜０．５ ＜０．５

環  境  基  準 〈 Ⅰ 類 型 〉 令和４年度 令和３年度
全窒素 ０．２㎎/ｌ以下 ０．１７ ０．１６
全燐 ０．０２㎎/l以下 ０．０１７ ０．０１５

水素イオン濃度  pH

　例年、大村湾の複数地点で、CODの値が環境基準を超過している。理由としては、大村湾が閉鎖
性海域に該当し、海水の交換が少ないことが考えられる。この結果、大村湾内に有機物が残存しや
すくなるため、CODの値が環境基準を超過していると考察できる。

大村湾の環境基準地点は１７地点あり、化学的酸素要求量（ＣＯＤ)は、８
地点で環境基準を超過していた（前年は１５地点）。全窒素は１地点で環境
基準を超過していた（前年は２地点）。全燐は、２地点で環境基準を超過し
ていた（前年は１地点）。その他の基準では、環境基準を超過している地点
はなかった。
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地点名 湾全体 中央北 中央中 中央南 早岐港 川棚港

H１６ 2.1 1.8 2.0 2.1 1.9 2.3 
H１７ 2.4 1.8 2.3 2.2 2.2 2.4 
H１８ 2.2 1.9 2.2 2.3 2.1 2.2 

類　型 Ａ H１９ 2.2 2.0 2.2 2.2 2.0 2.1 
環境基準 2.0 H２０ 2.5 2.0 2.3 2.3 2.3 2.5 
測定回数 12 H２１ 2.2 1.8 2.1 2.2 2.0 2.2 
ＣＯＤ値 75 H２２ 2.6 1.9 2.2 2.5 2.3 2.3 

H２３ 2.0 1.4 1.9 1.9 1.6 1.9 
H２４ 2.2 1.8 1.9 2.2 1.9 2.1 

※75％値の算出方法 H２５ 2.0 2.0 1.8 1.9 1.9 1.9 
H２６ 2.5 1.9 2.1 2.3 2.1 2.2 
H２７ 2.2 2.0 2.0 2.0 2.1 2.4 
H２８ 2.1 1.8 1.7 1.7 1.8 1.8 
H２９ 2.0 1.6 1.6 1.9 2.1 2.3 
H３０ 2.1 1.7 1.8 1.9 2.0 2.2 
R１ 2.0 1.7 1.9 1.9 2.0 2.1 
R２ 2.3 1.9 2.3 2.2 2.1 2.2 
R３ 2.4 1.7 2.2 2.2 2.3 2.2 
R４ 2.0 1.7 1.7 1.9 1.7 2.0 

地点名 彼杵港 郡川沖 自衛隊沖 競艇場沖 喜々津川沖 祝崎沖 長与浦 久留里沖 形上湾 大串湾 久山港沖 堂崎沖

H１６ 2.1 2.0 2.0 2.3 2.3 2.3 2.1 2.1 2.2 2.0 2.6 2.2 
H１７ 2.4 2.4 2.5 2.8 2.7 2.5 2.5 2.6 2.7 2.3 2.6 2.2 
H１８ 2.1 2.2 2.3 2.4 2.3 2.3 2.2 2.4 2.3 2.0 2.5 2.2 
H１９ 2.2 2.3 2.3 2.3 2.3 2.2 2.4 2.4 2.1 1.9 2.4 2.2 
H２０ 2.4 2.4 2.6 2.9 3.0 2.5 2.3 2.5 2.7 2.0 3.0 2.2 
H２１ 2.2 2.1 2.3 2.5 2.5 2.5 2.4 2.2 2.3 1.9 2.7 2.1 
H２２ 2.4 2.4 2.7 3.1 3.3 3.0 2.6 2.7 2.5 2.0 3.3 2.4 
H２３ 2.1 2.0 2.1 2.3 2.1 2.1 2.1 2.1 1.9 1.6 2.2 1.9 
H２４ 2.1 2.1 2.6 2.5 2.7 2.4 2.3 2.4 2.3 1.8 2.7 2.2 
H２５ 2.0 2.0 2.1 2.1 2.1 2.1 2.1 1.9 1.9 1.6 2.4 2.1 
H２６ 2.3 2.6 2.8 2.8 3.2 2.7 2.5 2.4 2.5 2.2 3.2 2.5 
H２７ 2.3 2.2 2.3 2.3 2.5 2.2 2.2 2.1 2.0 1.8 2.7 2.1 
H２８ 1.8 1.9 2.1 2.6 2.6 2.3 2.1 2.1 2.3 2.0 2.6 2.1 
H２９ 2.0 2.0 2.1 2.3 2.4 2.1 2.0 1.9 2.1 1.5 2.5 1.8 
H３０ 2.0 2.2 2.1 2.3 2.4 2.3 2.4 2.2 2.3 1.7 2.6 2.1 
R1 1.8 1.9 2.1 2.2 2.1 1.9 1.8 1.9 2.0 1.9 2.4 1.8 
R２ 2.2 2.2 2.2 2.4 2.7 2.3 2.3 2.2 2.3 2.1 2.6 2.1 
R３ 2.3 2.3 2.3 2.8 3.3 2.9 2.5 2.4 2.5 1.9 3.3 2.2 
R４ 1.9 2.2 2.2 2.3 2.3 2.1 2.1 1.9 2.1 1.6 2.5 2.0 

（湾全体及び１７測定地点）

㎎／l以下
回／年
％値

大村湾のＣＯＤ値の経年変化

年間の全データを値の小さい値から並べ、
0.75×ｎ番目により算出された値。

本測定では、12回の測定を行っており、
0.75×12＝9となるので、12回の測定値を小
さい値から並べて、9番目の値を７５％値とし
ている。
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ＣＯＤ75%値の経年変化（大村湾全体）(mg/ｌ)
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令和４年度 大村湾のＣＯＤ値（75％値：㎎/l）

環境基準2.0mg/ｌ以下

川

棚

川

宮村川

彼杵川

千綿川

江の串川

よし川

郡 川

大上戸川

内田川

荒

川
鈴

田

川

今村川

東

大

川

西

大

川

喜々津川長与川
時津川

西海川

手

崎

川

大

江

川

大

明

寺

川

大串湾 1.6
●

中央(北) 1.7
●

● 早岐港 1.7

●

川棚港 2.0

●

彼杵港 1.9

●

中央(中) 1.7

郡川沖 2.2 ●

自衛隊沖 2.2 ●

●

中央(南) 1.9

●

形上湾 2.1

堂崎沖 2.0 ● 競艇場沖 ●

2.3

久留里沖

1.9

●

● 長与浦

2.1

祝崎沖 2.1
●
喜々津川沖

2.3 ●
● 久山港沖

2..5
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地点名 湾全体 中央北 中央中 中央南 早岐港 川棚港

H１６ 0.21 0.19 0.18 0.17 0.23 0.20
H１７ 0.19 0.16 0.15 0.15 0.18 0.17
H１８ 0.22 0.18 0.22 0.20 0.23 0.25

類　型 H１９ 0.19 0.16 0.17 0.16 0.20 0.18
環境基準 0.2 H２０ 0.18 0.16 0.16 0.16 0.20 0.16
測定回数 12 H２１ 0.18 0.15 0.16 0.15 0.17 0.15
全窒素値 H２２ 0.21 0.18 0.18 0.17 0.22 0.19

H２３ 0.20 0.17 0.16 0.18 0.20 0.19
H２４ 0.27 0.20 0.20 0.19 0.30 0.22
H２５ 0.19 0.16 0.15 0.16 0.21 0.17
H２６ 0.17 0.14 0.15 0.14 0.19 0.15
H２７ 0.19 0.17 0.15 0.15 0.18 0.16
H２８ 0.19 0.20 0.17 0.15 0.20 0.17
H２９ 0.18 0.15 0.15 0.15 0.18 0.16
H３０ 0.15 0.14 0.12 0.12 0.15 0.13
R１ 0.19 0.19 0.17 0.16 0.18 0.17
R２ 0.15 0.12 0.12 0.13 0.14 0.14
R３ 0.16 0.13 0.14 0.15 0.17 0.14
R４ 0.17 0.15 0.16 0.15 0.17 0.13

地点名 彼杵港 郡川沖 自衛隊沖 競艇場沖 喜々津川沖 祝崎沖 長与浦 久留里沖 形上湾 大串湾 久山港沖 堂崎沖

H１６ 0.22 0.21 0.23 0.23 0.25 0.24 0.24 0.25 0.21 0.16 0.27 0.17
H１７ 0.16 0.18 0.19 0.20 0.27 0.20 0.24 0.21 0.17 0.16 0.34 0.16
H１８ 0.23 0.21 0.20 0.24 0.22 0.21 0.25 0.25 0.23 0.19 0.30 0.18
H１９ 0.19 0.18 0.19 0.19 0.23 0.18 0.28 0.21 0.19 0.16 0.25 0.17
H２０ 0.16 0.18 0.19 0.18 0.19 0.19 0.22 0.19 0.17 0.16 0.25 0.17
H２１ 0.15 0.17 0.19 0.19 0.20 0.17 0.24 0.17 0.15 0.15 0.28 0.16
H２２ 0.19 0.19 0.21 0.22 0.23 0.22 0.24 0.21 0.20 0.20 0.33 0.18
H２３ 0.21 0.20 0.21 0.23 0.24 0.18 0.24 0.18 0.18 0.21 0.21 0.16
H２４ 0.26 0.22 0.23 0.28 0.29 0.22 0.32 0.62 0.24 0.22 0.42 0.19
H２５ 0.17 0.18 0.19 0.19 0.23 0.19 0.24 0.20 0.16 0.15 0.26 0.18
H２６ 0.17 0.17 0.16 0.18 0.23 0.17 0.20 0.17 0.15 0.18 0.25 0.15
H２７ 0.16 0.16 0.18 0.20 0.23 0.19 0.25 0.21 0.17 0.17 0.28 0.15
H２８ 0.18 0.16 0.18 0.18 0.24 0.18 0.20 0.16 0.17 0.18 0.30 0.13
H２９ 0.18 0.16 0.18 0.19 0.20 0.17 0.33 0.17 0.16 0.15 0.29 0.16
H３０ 0.14 0.13 0.14 0.14 0.19 0.15 0.32 0.18 0.12 0.10 0.22 0.12
R１ 0.16 0.17 0.19 0.18 0.23 0.18 0.20 0.20 0.21 0.19 0.30 0.17
R２ 0.14 0.15 0.16 0.17 0.20 0.15 0.20 0.16 0.13 0.13 0.26 0.13
R３ 0.14 0.14 0.14 0.16 0.20 0.20 0.17 0.21 0.16 0.13 0.25 0.14
R４ 0.14 0.15 0.17 0.17 0.20 0.18 0.19 0.17 0.14 0.13 0.25 0.16

（湾全体及び１７測定地点）

Ⅰ
㎎／ｌ以下
回／年
平均値

大村湾の全窒素値の経年変化

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ R３ R４

全窒素平均値の経年変化（大村湾全体）

(mg/ｌ)
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令和４年度 大村湾の全窒素値（平均値：㎎/l）

環境基準 0.2mg/ｌ以下

川

棚

川

宮村川

彼杵川

千綿川

江の串川

よし川

郡 川

大上戸川

内田川

荒

川
鈴

田

川

今村川

東

大

川

西

大

川

喜々津川長与川
時津川

西海川

手

崎

川

大

江

川

大

明

寺

川

大串湾 0.13
●

中央(北) 0.15
●

● 早岐港 0.17

●

川棚港 0.13

●

彼杵港 0.14

●

中央(中) 0.16

郡川沖 0.15 ●

自衛隊沖 0.17 ●

●

中央(南) 0.15

●

形上湾 0.14

堂崎沖 0.16 ● 競艇場沖 ●

0.17

久留里沖

0.17
●

● 長与浦

0.19

祝崎沖 0.18
●
喜々津川沖

0.20 ●

● 久山港沖

0.25

19



地点名 湾全体 中央北 中央中 中央南 早岐港 川棚港

H１６ 0.015 0.014 0.012 0.013 0.016 0.015
H１７ 0.024 0.024 0.021 0.021 0.026 0.025
H１８ 0.018 0.017 0.015 0.015 0.021 0.020

類　型 H１９ 0.019 0.020 0.018 0.017 0.022 0.017
環境基準 0.02 H２０ 0.019 0.019 0.017 0.016 0.026 0.019
測定回数 12 H２１ 0.020 0.018 0.018 0.018 0.022 0.017
全燐値 H２２ 0.021 0.021 0.018 0.018 0.025 0.020

H２３ 0.020 0.017 0.015 0.017 0.022 0.018
H２４ 0.020 0.017 0.014 0.013 0.030 0.017
H２５ 0.017 0.015 0.014 0.013 0.024 0.016
H２６ 0.020 0.018 0.018 0.016 0.026 0.018
H２７ 0.016 0.016 0.012 0.012 0.019 0.015
H２８ 0.022 0.022 0.018 0.018 0.025 0.019
H２９ 0.017 0.016 0.015 0.014 0.022 0.016
H３０ 0.012 0.012 0.009 0.011 0.017 0.011
R１ 0.020 0.025 0.023 0.017 0.021 0.021
R２ 0.018 0.016 0.015 0.015 0.019 0.017
R３ 0.015 0.014 0.013 0.013 0.020 0.013
R４ 0.017 0.019 0.016 0.016 0.020 0.016

地点名 彼杵港 郡川沖 自衛隊沖 競艇場沖 喜々津川沖 祝崎沖 長与浦 久留里沖 形上湾 大串湾 久山港沖 堂崎沖

H１６ 0.014 0.014 0.016 0.017 0.016 0.016 0.015 0.013 0.014 0.013 0.024 0.012
H１７ 0.021 0.023 0.023 0.024 0.028 0.024 0.023 0.022 0.022 0.020 0.036 0.021
H１８ 0.016 0.017 0.017 0.019 0.020 0.016 0.018 0.016 0.017 0.015 0.025 0.014
H１９ 0.018 0.018 0.018 0.020 0.023 0.019 0.022 0.018 0.018 0.016 0.027 0.016
H２０ 0.016 0.018 0.019 0.019 0.019 0.018 0.020 0.018 0.018 0.017 0.027 0.017
H２１ 0.017 0.018 0.019 0.021 0.024 0.020 0.023 0.020 0.018 0.017 0.029 0.018
H２２ 0.019 0.019 0.022 0.023 0.025 0.022 0.023 0.019 0.019 0.020 0.030 0.018
H２３ 0.024 0.019 0.021 0.026 0.026 0.018 0.019 0.016 0.019 0.017 0.024 0.020
H２４ 0.016 0.021 0.018 0.020 0.023 0.019 0.020 0.031 0.017 0.018 0.030 0.014
H２５ 0.016 0.014 0.016 0.015 0.021 0.016 0.019 0.016 0.015 0.014 0.023 0.014
H２６ 0.016 0.018 0.018 0.019 0.026 0.019 0.021 0.017 0.018 0.021 0.028 0.017
H２７ 0.014 0.014 0.015 0.017 0.018 0.016 0.020 0.017 0.014 0.012 0.023 0.012
H２８ 0.018 0.020 0.035 0.021 0.027 0.021 0.021 0.018 0.020 0.018 0.031 0.017
H２９ 0.016 0.015 0.016 0.018 0.020 0.017 0.024 0.016 0.015 0.014 0.027 0.014
H３０ 0.011 0.014 0.011 0.012 0.014 0.012 0.014 0.012 0.011 0.013 0.015 0.010
R１ 0.018 0.019 0.019 0.020 0.022 0.019 0.021 0.016 0.017 0.017 0.020 0.018
R２ 0.016 0.017 0.018 0.018 0.021 0.017 0.022 0.018 0.016 0.015 0.024 0.015
R３ 0.012 0.013 0.013 0.015 0.019 0.014 0.017 0.017 0.016 0.013 0.023 0.013
R４ 0.015 0.016 0.018 0.016 0.019 0.017 0.021 0.016 0.015 0.015 0.021 0.013

（湾全体及び１７測定地点）

Ⅰ
㎎／ｌ以下
回／年
平均値

大村湾の全燐値の経年変化

0.000

0.005

0.010

0.015

0.020

0.025

0.030

H１６ H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ H２７ H２８ H２９ H３０ R１ R２ R３ R４

全燐値の経年変化（大村湾全体）(mg/L)
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令和４年度 大村湾の全燐値（平均値：㎎/l）

環境基準0.02mg/ｌ以下

川

棚

川

宮村川

彼杵川

千綿川

江の串川

よし川

郡 川

大上戸川

内田川

荒

川
鈴

田

川

今村川

東

大

川

西

大

川

喜々津川長与川
時津川

西海川

手

崎

川

大

江

川

大

明

寺

川

大串湾 0.015
●

中央北 0.019
●

● 早岐港 0.020

●

川棚港 0.016

●

彼杵港 0.015

●

中央中 0.016

郡川沖 0.016 ●

自衛隊沖 0.018 ●

●

中央南 0.016

●

形上湾 0.015

堂崎沖 0.013 ● 競艇場沖 ●

0.016

久留里沖

0.016

●

● 長与浦

0.021

祝崎沖 0.017
●
喜々津川沖

0.019 ●

● 久山港沖

0.021
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（２）  大村市河川の水質の現状

　①　調査実施機関    　　 長崎県及び大村市

　②　令和４年度の
　 　　測定結果

生物化学的酸素要求量  
ＢＯＤ （㎎/L）

浮遊物質量
ＳＳ（㎎/L)

溶存酸素量
ＤＯ(㎎/L)

大腸菌数
（CFU/100mℓ)

最小値 ～ 最大値
ⒶⒷⒸⒹは75%値

①②は平均値
平均値 平均値 平均値

郡川（１） １．０以下 ２５以下 ７．５以上 ２０以下

(郡川砂防公園前) 7.3 ～ 8.3 0.6 <1 9.9 46

郡川（２） ２．０以下 ２５以下 ７．５以上 ３００以下

(元城井堰) 7.2 ～ 8.7 1.1 4 10 52 

大上戸川 ２．０以下 ２５以下 ７．５以上 ３００以下

(大上戸橋) 7.0 ～ 7.7 1.0 6 9.5 150 
大上戸川 ２．０以下 ２５以下 ７．５以上 ３００以下

(山田の滝) 7.5 ～ 8.4 0.5 2 11 38 

鈴田川 ２．０以下 ２５以下 ７．５以上 ３００以下

(鈴田橋下流) 7.1 ～ 7.9 0.6 6 10 60 

鈴田川 ２．０以下 ２５以下 ７．５以上 ３００以下

(西光寺２号橋下流堰) 7.8 ～ 8.5 0.6 3 11 51 

生物化学的酸素要求量 浮遊物質量 溶存酸素量  

  ＢＯＤ （㎎/L） ＳＳ（㎎/L) ＤＯ(㎎/L)

最小値 ～ 最大値 ③～⑩は平均値 平均値 平均値 平均値

よし川

（よし橋）

内田川

（草場橋上流）

玖島川

（外浦橋）

今村川

（東大川橋上流）

針尾川

（広域農道下流）

針尾川

（針尾橋）

小川内川

（小川内大橋下流）

〇環境基準の類型指定のある河川　（県及び市調査対象河川）
環境基準

水素イオン濃度
  ｐＨ

６．５～８．５

６．５～８．５

６．５～８．５

６．５～８．５

６．５～８．５

６．５～８．５

○環境基準の類型指定のない河川　（市調査対象河川）

※測定回数…長崎県6回、大村市4回

環境基準の類型指定のある河川は６地点あり、水素イオン濃度（ｐH)は、1地
点で環境基準を超過していた（前年は１地点）。大腸菌数は１地点で環境基準
を超過していた（R４年度より実施）。その他の基準では、環境基準を超過して
いる地点はなかった。また、環境基準の類型指定のない河川は８地点である。

地
点

調査機関
河川名

(測定地点)
類
型

Ⓐ 長崎県 ＡＡ

Ⓑ 長崎県 Ａ

Ⓒ 長崎県 Ａ

① 大村市 Ａ

Ⓓ 長崎県 Ａ

② 大村市 Ａ

地
点

調査機関
河川名

(測定地点)

水素イオン濃度
  ｐＨ

大腸菌数
（CFU/100mℓ)

③ 大村市 7.6 ～ 8.5 0.6 3 11.1 69 

④ 大村市 8.0 ～ 8.6 0.7 2 10.8 60 

⑤ 大村市 8.9 ～ 9.7 1.1 2 15.3 200 

⑥ 大村市
荒川

（セブンイレブン大村
久原２丁目店前）

8.2 ～ 9.0 0.7 2 12.3 44 

⑦ 大村市 7.5 ～ 8.2 0.9 3 11.2 138 

⑧ 大村市 7.7 ～ 8.1 0.5 4 10.4 29 

⑨ 大村市 7.9 ～ 8.6 0.6 2 11.5 42 

⑩ 大村市 7.9 ～ 8.3 0.5 5 10.7 95 
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③　河川の生物化学的酸素要求量 （ＢＯＤ）の経年変化

〇環境基準の類型指定のある河川　（県及び市調査対象河川）

整理番号 Ⓐ Ⓑ Ⓒ ① Ⓓ ②

河川名 郡川（１） 郡川（２） 大上戸川 大上戸川 鈴田川 鈴田川

地点名
郡川砂防
公園前

元城井堰 大上戸橋 山田の滝 鈴田橋下流
西光寺２号橋

下流堰

類型 ＡＡ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

環境基準 1.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

H21 0.5 0.7 0.6 0.8 0.8 0.8 

H22 0.6 0.9 0.9 0.9 1.1 0.7 

H23 <0.5 1.1 0.9 0.7 1.1 0.7 

H24 <0.5 1.1 0.8 1.0 1.0 0.9 

H25 <0.5 1.2 0.5 0.9 0.9 1.1 

H26 <0.5 0.8 0.6 0.5 0.8 0.5 

H27 0.5 0.9 0.7 0.7 0.9 0.7 

H28 0.6 0.9 0.6 <0.5 1.1 <0.5

H29 0.9 1.1 0.7 0.7 0.9 0.8

H30 <0.5 1.3 0.8 0.6 1.0 0.7

R1 <0.5 0.6 0.9 0.6 0.8 0.7

R2 0.7 1.2 0.9 0.6 1.5 0.6

R3 0.6 1.4 1.0 0.7 1.1 0.9

R4 0.6 1.1 1.0 0.5 0.6 0.6

○環境基準の類型指定のない河川　（市調査対象河川）

整理番号 ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

河川名 よし川 内田川 玖島川 荒川 今村川 針尾川 針尾川 小川内川

地点名 よし橋 草場橋上流 外浦橋
セブンイレブン大村

久原２丁目店前
東大川橋上流 広域農道下流 針尾橋

小川内大橋
下流

H21 0.7 0.8 1.0 0.9 0.8 0.6 0.9 0.6 

H22 1.1 1.0 1.2 0.8 0.6 0.7 1.2 0.6 

H23 0.7 1.1 1.0 0.7 0.8 0.5 0.8 0.5 

H24 0.8 0.7 1.1 0.9 0.9 0.6 0.9 0.7 

H25 1.0 1.1 1.6 1.3 1.5 1.0 1.3 1.0 

H26 0.6 0.5 0.8 0.6 2.3 0.6 0.8 0.5 

H27 0.9 0.8 1.0 0.8 1.3 0.7 1.0 0.6 

H28 0.6 0.6 0.8 0.7 0.9 0.5 0.5 0.4 

H29 0.5 0.6 0.9 0.7 0.8 0.5 1.1 0.5 

H30 0.6 0.6 0.9 0.6 0.9 0.5 0.6 0.5 

R1 0.6 0.7 1.0 0.9 0.8 0.6 0.7 0.6 

R2 0.7 0.6 1.2 0.7 0.9 0.5 0.7 0.5 

R3 1.0 0.7 1.5 0.8 1.0 0.6 0.6 0.6 

R4 0.6 0.7 1.1 0.7 0.9 0.5 0.6 0.5 

※2　75％値の算出方法
※1　県の調査は年6回の75％値を、市の調査は年4回の平均値を使用。

年間の全データを値の小さい値から並べ、0.75×ｎ番目により算出された値。本測定では、6回
の測定を行っており、0.75×6≒5となるので、6回の測定値を小さい値から並べて、5番目の値を
75％値としている。
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③ よし川
よし橋

○Ａ郡川（1）
郡川砂防公園前

○Ｃ大上戸川
大上戸橋

④ 内田川

草場橋上流

⑦ 今村川

東大川橋上流

① 大上戸川

山田の滝

⑧ 針尾川

広域農道下流

⑩ 小川内川

小川内大橋下流

② 鈴田川

西光寺2号橋下流堰

河川の水質測定地点

○Ｄ鈴田川
鈴田橋下流

⑥ 荒川

セブンイレブン大村

久原２丁目店前

⑨ 針尾川

針尾橋

⑤ 玖島川

外浦橋

○Ｂ郡川（2）
元城井堰
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（３）　地下水水質の状況について 　

　①　県調査地下水の定期モニタリング調査結果 　

〇テトラクロロエチレン 環境基準　０．０１以下（㎎/L)
井戸番号 5087 5082 5043 5078 5061 5034 5096 5103
整理番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

H１０．　６ ＮＤ 0.0070 0.0180 － ＮＤ ＮＤ ＮＤ 0.0010
H１０．１０ ＮＤ 0.0040 0.0170 － ＮＤ ＮＤ ＮＤ －
H１１．　６ ＮＤ 0.0050 0.0090 － ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ
H１１．１０ ＮＤ 0.0040 0.0080 － ＮＤ ＮＤ ＮＤ ＮＤ
H１２．  ６ － 0.0090 0.0110 － － － － －
H１２．１０ ＮＤ 0.0150 0.0240 － － － － －
H１３．  ６ － 0.0170 0.0130 － － － － －
H１３．１０ － 0.0130 0.0100 － － － － －
H１４．　９ － 0.0130 0.0090 ＮＤ － － － －
H１５．　９ － 0.0070 0.0050 ＮＤ － － － －
H１６．　９ － ＮＤ ＮＤ ＮＤ － － － －
H１７．　９ － 0.0080 0.0150 ＮＤ － － － －
H１８．　９ － 0.051 0.01 <0.003 － － － －
H１９．　９ － 0.001 0.008 0.04 － － － －
H２０．　９ － 0.011 0.008 <0.001 － － － －
H２１．　９ － 0.012 0.006 ＮＤ － － － －
H２２．　９ － 0.017 0.008 ＮＤ － － － －
H２３．　９ － 0.003 0.010 <0.001 － － － －
H２４．　９ － 0.013 0.006 <0.001 － － － －
H２５．　９ － 0.001 <0.001 <0.001 － － － －
H２６．　９ － 0.014 <0.003 <0.001 － － － －
H２７．　９ － 0.014 0.002 <0.001 － － － －
H２８．　９ － 0.033 0.004 <0.001 － － － －
H２９．１１ － 0.013 0.002 <0.001 － － － －
H３０．　９ － 0.014 0.003 <0.001 － － － －
Ｒ１．　　９ － <0.001 0.001 － － － － －
Ｒ２．　　９ － <0.001 0.001 － － － － －
Ｒ３．　　９ － <0.001 <0.001 － － － － －
Ｒ４．　　９ － <0.001 0.001 － － － － －

〇硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 環境基準：１０以下（㎎/L)
井戸番号 5087 5082 5043 5078 5061 5034 5096 5103
整理番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

H１９．　９ － 12.0 8.7 9.2 － － － －
H２０．　９ － 9.7 8.5 10.0 － － － －
H２１．　９ － 9.2 9.5 3.0 － － － －
H２２．　９ － 9.6 9.0 16.0 － － － －
H２３．　９ － 7.3 8.3 0.7 － － － －
H２４．　９ － 8.3 6.7 11.0 － － － －
H２５．　９ － 0.71 6.2 8.6 － － － －
H２６．  ９ － 6.5 8.4 11.0 － － － －
H２７．　９ － 8.7 5.5 17.0 － － － －
H２８．　９ － 8 5.3 8.6 － － － －
H２９．１１ － 7.9 6.1 5.9 － － － －
H３０．　９ － 7.8 6.2 7.2 － － － －
Ｒ１．　　９ － － － 8.3 － － － －
Ｒ２．　　９ － － － 8.9 － － － －
Ｒ３．　　９ － － － 7.9 － － － －
Ｒ４．　　９ － － － 3.2 － － － －

　監視項目について、昨年と同様、すべての地点で環境基準を達成していた。
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②　大村市調査の地下水の水質調査結果

〇テトラクロロエチレン（環境基準：０．０１㎎/ｌ以下）
(単位＝㎎/L)

古賀島町 桜馬場１丁目 森園町 古賀島町

A B C D

H１３．１０ 0.0140 0.0447 － －

H１４．　２ 0.0032 0.0020 － －

H１４．１０ 0.0014 0.0156 － －

H１５．　３ 0.0076 0.0050 － －

H１５．１０ 0.0057 0.0134 － －

H１６．　３ 0.0082 0.0046 － －

H１６．１０ 0.0103 0.0227 － －

H１７．　３ 0.0104 0.0080 － －

H１８．　３ N.D 0.0063 － －

H１９．　３ N.D 0.0088 － －

H２０．　３ N.D 0.0043 － －

H２１．　２ N.D 0.0019 － －

H２２．　２ N.D 0.0023 － －

H２３．　３ N.D 0.0007 － －

H２４．　３ N.D 0.0016 － －

H２５．　３ N.D 0.0040 － －

H２６．　３ N.D 0.0070 0.0290 0.0190

H２７．　３ N.D 0.0020 0.0170 0.0100

H２８．  ３ N.D 0.0030 0.0260 0.0180

H２９．  ２ N.D 0.0060 0.0270 0.0190

H３０．  ２ N.D 0.0040 0.0220 0.0170

H３１．　２ N.D 0.0030 0.0210 0.0190

R２．　  ２ N.D 0.0020 0.0200 0.0180

R３．　  ２ N.D 0.0030 0.0200 0.0180

R４．　  ２ N.D 0.0040 0.0190 0.0180

R５．　  ２ N.D 0.0020 0.0170 0.0170

〇硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素　（環境基準：１０．０㎎/L以下）
(単位＝㎎/L)

古賀島町 桜馬場１丁目 森園町 古賀島町

A B C D

H３１． ２ 5.5 7.4 5.8 5.0

R２． 　２ 5.6 6.8 6.0 5.0

R３．   ２ 5.9 7.8 5.8 4.9

R４．   ２ 5.7 7.4 5.8 4.9

R５．   ２ 5.2 6.9 5.9 5.0

西大村地区の地下水については、平成６年に１地点、平成７年に１地点を設置し、平成２５年
に深井戸の汚染状況調査のため新たに２地点を追加し、計４地点で監視を続けている。 令和
４年度検査結果では深井戸のC地点、D地点でテトラクロロエチレンの値が環境基準を超過して
いる。(N.Dとは、定量下限値未満を表す。)

観測時期

観測時期
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地下水の水質測定地点

④

②

A

①

③
B

⑥

⑤

⑦

⑧

DC
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３ 騒音の測定

（１）環境騒音

①測定実施機関 大村市

②測定期間 令和５年１月５日～令和５年３月３０日

③測定地点数 ２５地点

④測定日数 １地点につき１日（２４時間）

⑤評価方法 １日 （ ２ ４時間 ）を昼間 (6:00～ 22:00) と夜間 (22:00～ 6:00) に区分し、

それぞれの区分における等価騒音レベル(Leq)を算出したうえで地域ごとの環

境基準値と比較した。

⑥適合状況 （地点）

⑦過去の適合状況 （地点）

＜参考１＞ ～ 騒音に係る環境基準について （抜粋）～

一般の地域における環境基準 （ｄＢ）

（注） １ 時間の区分は、昼間を午前６時から午後１０時までとし、夜間を午後１０時

から翌日の午前６時までの間とする。

２ AA を当てはめる地域は、療養施設、社会福祉施設等が集合して設置さ

れる地域など特に静穏を要する地域とする。

３ A を当てはめる地域は、専ら住居の用に供される地域とする。

４ B を当てはめる地域は、主として住居の用に供される地域する。

５ C を当てはめる地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供さ

れる地域とする。

昼間 夜間

適合 不適合 適合 不適合

２３ ２ ２２ ３

昼間 夜間

適合 不適合 適合 不適合

H30 年度 ２３ ２ ２２ ３

R1 年度 ２４ １ ２４ １

R2 年度 ２２ ３ ２４ １

R3 年度 ２４ １ ２３ ２

地域の類型
基準値

昼間 夜間

AA 50 以下 40 以下

A及び B 55 以下 45 以下

C 60 以下 50 以下
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＜参考２ 等価騒音レベル(Leq)について ＞

等価騒音レベル(Leq)とは、不規則かつ大幅に騒音レベルが変動している場合に、測定時間

内の騒音レベルのエネルギーを時間平均化したものです。

騒音の評価としては、通常は騒音の大きさ(ピーク値)が問題となりますが、等価騒音レベルでは、継

続時間も加味することになるので、騒音の暴露量（どれだけ騒音にさらされたか、騒音のエネルギー量

等）を評価するのに適しており、主に環境基準に係る騒音の評価として用いられます。

＜参考３：音の大きさ＞ （単位：ｄＢ）

音の大きさ 音の種類 人体への影響

１２０
飛行機のエンジンの近く 耳に痛みを感じる

ひどい時には鼓膜が破れる

１１０
自動車のクラクション（前方 2m）

リベット打ち
健康に影響を生じる

１００ 電車が通るときのガードの下

９０ 騒々しい工場内、大声の独唱

８０ 地下鉄の車内、電車内

疲労度が上昇し、作業効率が

低下する
７０

電話の呼出音、騒々しい事務所内

騒々しい街頭

６０ 静かな乗用車、普通の会話

５０ 静かな事務所

４０ 図書館内、昼間の静かな住宅地

３０ ささやき声

２０ 木の葉のふれあう音
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⑧＜測定値＞

昼間
(6:00～
22:00)

夜間
(22:00～
6:00)

測定値 適合 測定値 適合

1 小佐古公民館 44 ○ 36 ○
子供の声などの影響あり
除外音処理済み

2 赤佐古公民館 52 ○ 44 ○

3 須田ノ木公民館 49 ○ 40 〇

4 竹松町公民館 56 × 43 ○ 工事の影響あり

5 諏訪公民館 44 ○ 37 ○

6 古町公民館 54 ○ 46 × 自動車騒音の影響あり

7 小路口町公民館 47 ○ 39 ○

8 小路口本町公民館 49 ○ 41 ○

9 鬼橋町公民館 50 ○ 40 ○

10 下久原公民館 54 ○ 46 × 自動車騒音の影響あり

11 外浦小路公民館 48 ○ 37 ○

12 本小路団地集会所 45 ○ 42 ○

13 県教育センター分室 55 ○ 47 ×
自動車騒音の影響あり
除外音処理済み

14 植松１丁目公民館 51 ○ 38 ○

15 昭和通り公民館 51 ○ 42 ○

16 桜馬場第一公民館 55 ○ 45 ○ 自動車騒音の影響あり

17 竹松出張所 57 × 39 ○
自動車騒音の影響あり
除外音処理済み

18 富の原2丁目公民館 52 ○ 35 ○ 除外音処理済み

19 松原出張所 近隣商業 44 ○ 41 ○

20 協和町公民館 52 ○ 43 ○ 除外音処理済み

21 松山町公民館 50 ○ 39 ○

22 古賀島西公民館 ６５ ６０ 58 ○ 50 ○
航空機騒音の影響あり
除外音処理済み

23 大村市民プール 56 ○ 45 ○

24 黒丸町公民館 55 ○ 43 ○

25 橋本公民館 54 ○ 43 ○ 除外音処理済み

23 22

環境基準 測定結果

基準値 (dB) 昼間 夜間

適合箇所数

地点
番号

測定地点名
用途地域       
区　分

類型 備考

第１種低層
住居専用

第１種中高
層住居専用

第２種中高
層住居専用

６０ ５０

準工業

６０ ５０

A

５５ ４５

第１種住居 B

C
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1 小佐古公民館

２ 赤佐古公民館

３ 須田ノ木公民館

４ 竹松町公民館

５ 諏訪公民館

６ 古町公民館

７ 小路口公民館

８ 小路口本町公民館

９ 鬼橋町公民館

１０ 下久原公民館

１１ 外浦小路公民館

１２ 本小路団地集会所

１３ 県教育センター分室

１４ 植松 1丁目公民館

１５ 昭和通り公民館

１６ 桜馬場第一公民館

１７ 竹松出張所

１８ 富の原2丁目公民館

１９ 松原出張所

２0 協和町公民館

２1 松山町公民館

２2 古賀島西公民館

２3 大村市民プール

２4 黒丸町公民館

２5 橋本公民館

環境騒音測定地点

1
2

3

4

5

6

7

8

9

1011

12
13

14

15

16

1718

19

20

21

22

23

24

25
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（２） 自動車騒音

①測定実施機関 大村市

②測定期間 令和４年１２月６日～令和５年２月１０日

③測定地点数 ８地点

④測定日数 １地点につき連続３日

⑤評価方法 １日(２４時間）を昼間 (6:00～22:00) と夜間 (22:00～6:00) に区分し、それぞれの区

分における３日間の等価騒音レベル(Leq)を算出したうえで環境基準及び騒音規制

法に基づく要請限度と比較した。

⑥測定値及び適合結果

⑦過去の要請限度との適合状況

昼
間

夜
間

昼
間

夜
間

昼
間

夜
間

昼
間

夜
間

昼
間

夜
間

1
旧中地区公民館
（松並１丁目）

2 Ｂ
２車線以上の車

線を有する道路
に面する地域

65 60 ｂ
２車線以上の車

線を有する道路
に面する区域

66 58 × ○ ○ ○

2
大村市役所
（玖島１丁目）

68 63 ○ ○ ○ ○

3
K表具店
（協和町）

72 63 × ○ ○ ○

4
K教具
（桜馬場１丁目 ）

69 66 ○ × ○ ○

5
中地区公民館
（古賀島町）

4 Ｂ
幹線交通を担う

道路に近接する

空間
70 65 ｂ

幹線交通を担う

道路に近接する

区域
69 61 ○ ○ ○ ○

6
Nビル
（東本町 ）

Ｃ
車線を有する道
路に面する地域 65 60 ｃ

車線を有する道
路に面する区域 64 55 ○ ○ ○ ○

7
第９分団詰所
（宮小路２丁目）

Ｃ
幹線交通を担う
道路に近接する

空間
70 65 ｃ

幹線交通を担う
道路に近接する

区域
63 57 ○ ○ ○ ○

8
I宅
（池田１丁目）

Ａ
幹線交通を担う
道路に近接する

空間
70 65 ａ

幹線交通を担う
道路に近接する

区域
67 60 ○ ○ ○ ○

環境基準 要請限度

基準値
（ｄＢ）

限度値
（ｄB)

地
点
番
号

測定地点名
車
線
数

測定値
（ｄＢ）

環境基準
との

適合状況

要請限度
との

適合状況地
域
の
類
型

区域の区分

地
域
の
類
型

区域の区分

4 C
幹線交通を担う

道路に近接する

空間
70 65 c

幹線交通を担う

道路に近接する

区域

2

75 70

昼 間 夜 間

適 合 不適合 適 合 不適合

H30 年度 ８か所 ０か所 ８か所 ０か所

R1 年度 ８か所 ０か所 ８か所 ０か所

R2 年度 ８か所 ０か所 ８か所 ０か所

R3 年度 ８か所 ０か所 ８か所 ０か所
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自動車騒音測定地点

７．第９分団詰所

（宮小路２丁目）

５．中地区公民館

（古賀島町）

３．Ｋ表具店

（協和町）

２．大村市役所

（玖島 1丁目）

４．Ｋ教具

（桜馬場 1丁目）

１．旧中地区公民館

（松並 1丁目）

６．Ｎビル

（東本町）

８．Ⅰ宅

（池田１丁目）
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＜参考：自動車騒音に係る環境基準（道路に面する地域）＞

環境基本法第 16 条第 1項の規定に基づく、騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全し、人の

健康の保護に資する上で維持されることが望ましい基準は、次のとおりとする。

（注）Ａ地域、Ｂ地域、Ｃ地域については、次に掲げる地域とする。

Ａ地域：第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、

第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域

Ｂ地域：第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域

Ｃ地域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

備考：車線とは、１縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状

の車道部分をいう。この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上

表にかかわらず、特例として次表の基準値の欄に掲げるとおりとする。

＜ 幹線交通を担う道路に近接する空間についての環境基準 ＞

（注１）幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び４車線

以上の市町村道。

（注２）幹線交通を担う道路に近接する空間とは、道路端から次に掲げる範囲。

（１）２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路 １５メートル

（２）２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 ２０メートル

地域の区分

基準値（等価騒音レベル）

昼間 夜間

（６時～２２時） （２２時～６時）

Ａ地域のうち２車線以上の車線を有する道

路に面する地域
６０デシベル以下 ５５デシベル以下

Ｂ地域のうち２車線以上の車線を有する道

路に面する地域及びＣ地域のうち車線を有

する道路に面する地域

６５デシベル以下 ６０デシベル以下

基準値

昼間（６時～２２時） 夜間（２２時～６時）

７０デシベル以下 ６５デシベル以下

備考 個別の住居等において騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認

められるときは、屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあっては４５デシベル以下、夜間にあ

っては４０デシベル以下）によることができる
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＜参考：自動車騒音に係る要請限度（道路に面する区域）＞

市町村長が都道府県公安委員会等に対し、周辺の生活環境が著しく損なわれているとして、措置等を

要請することとされている自動車騒音の限度。（騒音規制法第 17 条）

（自動車騒音の限度を定める省令 別表）

備考：ａ区域、ｂ区域、ｃ区域とは、次に掲げる区域とする。

ａ区域：第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域、

第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域

ｂ区域：第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域

ｃ区域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域

＜ 幹線交通を担う道路に近接する区域に係る限度の特例 ＞

（注１）幹線交通を担う道路とは、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び４車線

以上の市町村道。

（注２）幹線交通を担う道路に近接する区域とは、道路敷地境界線から次に掲げる範囲。

（１）２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路 １５メートル

（２）２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路 ２０メートル

区域の区分

要請限度値

昼 間 夜 間

（６時～２２時） （２２時～６時）

ａ区域及びｂ区域のうち１車線を有する道路

に面する区域
６５デシベル ５５デシベル

ａ区域のうち２車線以上の車線を有する道路

に面する区域
７０デシベル ６５デシベル

ｂ区域のうち２車線以上の車線を有する道路

に面する区域及びｃ区域のうち車線を有する

道路に面する区域

７５デシベル ７０デシベル

要請限度値

昼間（６時～２２時） 夜間（２２時～６時）

７５デシベル ７０デシベル
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（３） 自動車騒音の常時監視事務

１ 法改正による権限移譲により平成２４年４月から市の事務となっている。

騒音規制法 第１８条 都道府県知事（市の区域に係る自動車騒音の状況については、市長。次項

に おいて同じ。）は、自動車騒音の状況を常時監視しなければならない。

２ 目的

自動車騒音の状況の常時監視は、自動車騒音の状況及び対策の効果等を把握し、自動車騒音公害

防止の基礎資料となるよう、道路を走行する自動車の運行に伴い発生する騒音に対して地域が曝され

る年間を通じて平均的な状況について、全国を通じて継続的に把握することを目的とする。

３ 対象区間

自動車騒音常時監視の対象となるのは、幹線交通を担う原則２車線以上の車線を有する道路で、住

居等が存在する地域（道路端から５０メートルの範囲）である。下表に記載する合計７区間を７年に１度

のローテーションで評価を行う。

４ 面的評価

面的評価とは、対象区間内を代表する１地点で等価騒音レベル（LAeq）の測定を行い、その結果を用

いて対象区間内にあるすべての住居等についての等価騒音レベルを推計し、環境基準を達成する戸数

及び割合を把握すること。

５ 調査の実態

実施計画に基づき、対象道路の沿道状況の把握、自動車騒音の測定を行った後、得られたデータを

基に、面的評価を実施した。

実施年度 路線名（区間） 車線数

平成 28 年度 大村貝津線（久原～諫早行政界） ２

平成 29 年度 国道３４号（久原～諫早行政界） ２車線及び４車線

平成 30 年度 大村外環状線（久原～鬼橋町） ２車線及び４車線

令和元年度 国道３４号（西大村本町～久原） ４

令和 2年度 国道４４４号（西大村本町～池田） ４

令和 3年度 長崎自動車道（大村 IC～諫早行政界） ４

令和 4年度 国道３４号（松原～西本町） ２車線及び４車線
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（４）　航空機騒音

　　ア　大村飛行場　（旧長崎空港A滑走路）

⑥測定値及び適合状況 単位：デシベル

環境基準

基準値 
Lden

A-1 富の原小学校 第１種住居 Ⅰ 57
46

(45.5)
○

A-2 古賀島町住宅（Ｅ）
51

(51.4)
○

A-3 古賀島町住宅（Ａ）
60

(60.1)
〇

A-4 古賀島町住宅（B）
62

(62.1)
〇

A-5 古賀島町住宅（C）
60

(59.9)
○

A-6 古賀島町住宅（D）
64

(63.8)
×

　　イ　長崎空港　（旧長崎空港B滑走路）

⑥測定値及び適合状況 単位：デシベル

環境基準

基準値 
Lden

B-1 大村市役所 商業
42

(42.4)
○

B-2 前舟津公民館 第１種住居
41

(41.4)
○

B-3 釜川内 無指定
40

(39.6)
○

B-4 三浦出張所 無指定
38

(37.7)
○

①測定実施機関　　大村市
②測定期間　　　　　令和4年１2月20日　～　令和5年3月22日
③測定地点数　　　 ６地点
④測定日数　　　　　１地点につき連続１４日間
⑤評価方法　　　　　１日（0時から24時まで）ごとの時間帯補正等価騒音レベル（Lden）を算出し、
　　　　　　　　　　　　全測定日の Ldenについて、パワー平均を算出し、環境基準との比較を行っ
　　　　　　　　　　　　た。

※評価は、小数第１位以下を四捨五入した整数値で行う。（　）内は、四捨五入前の値。
※自衛隊等専用の飛行場で運用状況に変化が大きいため、平成25年度から連続１４日間
　 の測定を実施している。
※春季、夏季測定データは除く。

①測定実施機関　　大村市
②測定期間　　　　　令和4年11月22日　～　令和5年3月30日
③測定地点数　　　 ４地点
④測定日数　　　　　１地点につき連続７日間
⑤評価方法　　　　　１日（0時から24時まで）ごとの時間帯補正等価騒音レベル（Lden）を算出し、
　　　　　　　　　　　　全測定日の Ldenについて、パワー平均を算出し、環境基準との比較を行っ
　　　　　　　　　　　　た。

※評価は、小数第１位以下を四捨五入した整数値で行う。（　）内は、四捨五入前の値。

整理
番号

測定地点名 用途地域区分 類型
測定値
Lden

環境基準
の

適合状況

準工業 Ⅱ 62

整理
番号

測定地点名 用途地域区分 類型
測定値
Lden

環境基準
の

適合状況

Ⅰ 57
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５．古賀島町住宅（Ｃ）

６．古賀島町住宅（Ｄ）

４．古賀島町住宅（Ｂ）

３．古賀島町住宅（Ａ）

２．古賀島町住宅（Ｅ）

１．富の原小学校

大村飛行場（旧長崎空港Ａ）滑走路騒音測定地点
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長崎空港（旧長崎空港Ｂ）滑走路騒音測定地点

１．大村市役所

２．前舟津公民館

３．釜川内

４．三浦出張所
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◆航空機騒音

（単位：ｄＢ）

測定地点 評価方法 H28 H29 H30 R１ R2 R3 R4

富の原小学校 Lden 49.8 47.0 48.6 49.2 47.1 50.9 45.5 

古賀島住宅（E） Lden 49.7 50.2 50.8 47.6 51.8 51.1 51.4 

古賀島住宅（A） Lden 64.2 62.5 62.6 63.0 59.7 63.9 60.1 

古賀島住宅（B） Lden 64.3 63.7 62.8 60.6 58.6 66.2 62.1 

古賀島住宅（C） Lden 62.6 60.0 60.5 59.5 59.8 58.6 59.9 

古賀島住宅（D） Lden 67.1 68.0 65.6 65.7 61.7 64.6 63.8 

※近年の騒音ピーク値及び騒音発生回数の状況

R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4

富の原小学校 69.9 70.2 70.4 70.0 65 39 96 34 

古賀島住宅（E） 70.6 71.2 71.6 68.2 49 90 73 152 

古賀島住宅（A） 81.1 78.3 80.8 82.2 99 85 116 52 

古賀島住宅（B） 82.9 81.1 82.7 77.9 60 50 198 253 

古賀島住宅（C） 79.9 80.0 79.3 80.3 76 77 65 74 

古賀島住宅（D） 84.5 83.5 83.3 81.7 63 46 86 133 

１　大村飛行場の航空機騒音の経年変化

※H２５から測定期間を１週間から２週間に変更した。

※H２５から測定地点「今津住宅」を「古賀島住宅（Ｅ）」へ変更した。

※春季、夏季に測定したデータは除く。

騒音ピーク値
（㏈（A)：パワー平均値）調査地点名

騒音発生回数
（１日平均 ）

参考資料
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２ 航空機騒音環境基準（Lden：時間帯補正等価騒音レベル）

～航空機騒音に係る環境基準について（環境庁告）から抜粋～

環境基本法（平成５年法律第９１号）第１６条第１項の規定に基づく騒音に係る環境上の条件につき、生活環

境を保全し、人の健康の保護に資するうえで維持することが望ましい航空機騒音に係る基準（以下「環境基準」

という。）及びその達成期間は、次のとおりとする。

第１ 環境基準

１ 環境基準は、地域の類型ごとに次表の基準値の欄に掲げるとおりとし、各

類型をあてはめる地域は、都道府県知事が指定する。

（注）Ⅰをあてはめる地域は専ら住居の用に供される地域とし、Ⅱをあてはめる

地域はⅠ以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域とす

る。

２ １の環境基準の基準値は、次の方法により測定・評価した場合における値とする。

（１）測定は、原則として連続７日間行い、騒音レベルの最大値が暗騒音より10デシベル以上大きい航空機騒

音について、単発騒音暴露レベル（LAE）を計測する。なお、単発騒音暴露レベルの求め方については、日

本工業規格 Z 8731 に従うものとする。

（２）測定は、屋外で行うものとし、その測定点としては、当該地域の航空機騒音を代表すると認められる地点

を選定するものとする。

（３）測定時期としては、航空機の飛行状況及び風向等の気象条件を考慮して、測定点における航空機騒音

を代表すると認められる時期を選定するものとする。

（４）評価は算式アにより１日（午前 0時から午後 12時まで）ごとの時間帯補正等価騒音レベル（Lden）を算出し、

全測定日の Ldenについて、算式イによりパワー平均を算出するものとする。

算式ア

（注） i 、ｊ及びｋとは、各時間帯で観測標本のｉ番目、ｊ番目及びｋ番目をいい、LAE,ｄｉとは、午前７時から午後７

時までの時間帯におけるｉ番目の LAE、LAE,ｅｊとは、午後７時から午後 10時までの時間帯におけるｊ番目の

LAE、LAE,ｎｋとは、午前０時から午前７時まで及び午後 10時から午後 12 時までの時間帯におけるｋ番目の

LAEをいう。また、Ｔ０とは、規準化時間（１秒）をいい、Ｔとは、観測１日の時間（86,400 秒）をいう。

算式イ

（注） Ｎとは、測定日数をいい、Lden,ｉとは、測定日のうちｉ日目の測定日の Ldenをいう。

（５）測定は、計量法（平成４年法律第 51 号）第 71 条の条件に合格した騒音計を用いて行うものとする。この

場合において、周波数補正回路はＡ特性を、動特性は遅い動特性（SLOW）を用いることとする。

３ １の環境基準は、１日当たりの離着陸回数が 10 回以下の飛行場であって、警察、消防及び自衛隊等専用

の飛行場並びに離島にある飛行場の周辺地域には適用しないものとする。

地域の類型 基準値

Ⅰ 57 デシベル以下

Ⅱ 62 デシベル以下
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３　令和4年度 航空機騒音測定詳細

方位 距離（km） （１日間） （14日間）

R4.12.14 水 ― ― ―

R4.12.15 木 ― ― ―

R4.12.16 金 ― ― ―

R4.12.17 土 ― ― ―

R4.12.18 日 ― ― ―

R4.12.19 月 ― ― ―

R4.12.20 火 88 69.9 50.9 

R4.12.21 水 1 63.0 27.3 

R4.12.22 木 30 72.1 47.0 

R4.12.23 金 0 ― ―

R4.12.24 土 21 69.1 42.5 

R4.12.25 日 3 71.8 36.9 

R4.12.26 月 75 68.6 49.9 

R4.12.27 火 21 70.8 44.3 

R5.2.7 火 180 69.6 54.6 

R5.2.8 水 172 68.8 52.4 

R5.2.9 木 184 68.3 52.4 

R5.2.10 金 162 70.4 55.1 

R5.2.11 土 100 62.5 43.2 

R5.2.12 日 108 63.0 44.1 

R5.2.13 月 159 70.5 52.3 

R5.2.14 火 151 68.3 50.9 

R5.2.15 水 142 69.5 51.0 

R5.2.16 木 149 66.1 47.8 

R5.2.17 金 151 68.6 51.0 

R5.2.18 土 93 63.1 46.5 

R5.2.19 日 170 59.9 50.9 

R5.2.20 月 210 68.5 52.2 

※ ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

＜　大村飛行場　（旧長崎空港A滑走路）　＞

滑走路中心点
からの Lden(dB)

：それぞれの騒音のピーク値（最大値）の１日の
　平均値（パワー平均値）

整理
番号

測定地点名 測定日 曜日
騒音発生

回　数
ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

A-1

富の原小学校　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンＮＡ－37）

※R4.12.14～R4.12.19は測定
ができていなかったため、
R4.12.20～R4.12.27の測定値

NE 1.2 45.5 

A-2
古賀島住宅（Ｅ）　　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンＮＡ－37）

ENE 0.44 51.4 
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方位 距離（km） （１日間） （14日間）

R5.3.9 木 86 83.3 62.5 

R5.3.10 金 86 81.0 62.7 

R5.3.11 土 20 60.9 33.8 

R5.3.12 日 2 69.2 31.4 

R5.3.13 月 75 81.6 62.2 

R5.3.14 火 88 81.8 62.5 

R5.3.15 水 96 84.0 63.8 

R5.3.16 木 62 82.7 62.0 

R5.3.17 金 57 81.5 59.2 

R5.3.18 土 6 82.6 50.8 

R5.3.19 日 14 78.7 52.8 

R5.3.20 月 24 76.8 54.2 

R5.3.21 火 7 78.2 45.1 

R5.3.22 水 99 82.8 63.0 

R5.1.21 土 244 72.9 56.3 

R5.1.22 日 110 67.5 44.7 

R5.1.23 月 344 79.1 64.8 

R5.1.24 火 52 72.7 51.4 

R5.1.25 水 224 79.1 62.4 

R5.1.26 木 316 78.7 63.8 

R5.1.27 金 216 80.7 63.8 

R5.1.28 土 104 74.4 53.6 

R5.1.29 日 153 71.8 54.4 

R5.1.30 月 277 77.3 63.8 

R5.1.31 火 418 76.3 62.3 

R5.2.1 水 383 79.3 65.6 

R5.2.2 木 358 78.7 64.4 

R5.2.3 金 340 77.3 61.8 

※ ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

＜　大村飛行場　（旧長崎空港A滑走路）　＞

滑走路中心点
からの Lden(dB)

：それぞれの騒音のピーク値（最大値）の１日の
　平均値（パワー平均値）

整理
番号

測定地点名 測定日 曜日
騒音発生

回　数
ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

A-3
古賀島町住宅（A）　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンNA－37）

NNE 0.18 60.1 

A-4
古賀島町住宅（B）　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンNA－37）

SE 0.09 62.1 
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＜　大村飛行場　（旧長崎空港A滑走路）　＞

方位 距離（km） （１日間） （14日間）

R5.2.22 水 141 81.3 63.7

R5.2.23 木 23 59.9 34.0

R5.2.24 金 119 81.0 62.2

R5.2.25 土 32 83.3 59.8

R5.2.26 日 23 61.8 33.7

R5.2.27 月 50 61.4 40.0

R5.2.28 火 152 79.2 62.0

R5.3.1 水 25 78.4 52.0

R5.3.2 木 134 81.2 64.0

R5.3.3 金 129 80.8 62.7

R5.3.4 土 9 61.7 30.0

R5.3.5 日 6 60.1 24.9

R5.3.6 月 129 81.0 62.9

R5.3.7 火 66 79.1 58.7

R5.1.6 金 158 83.2 65.1

R5.1.7 土 92 76.6 58.2

R5.1.8 日 67 67.0 43.3

R5.1.9 月 61 67.5 47.3

R5.1.10 火 114 68.7 46.4

R5.1.11 水 172 81.1 63.5

R5.1.12 木 192 83.7 66.7

R5.1.13 金 88 80.0 59.3

R5.1.14 土 43 78.2 54.7

R5.1.15 日 69 84.8 65.4

R5.1.16 月 162 84.1 67.8

R5.1.17 火 177 83.3 66.1

R5.1.18 水 238 82.1 67.2

R5.1.19 木 222 78.5 64.5

※ ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

滑走路中心点
からの Lden(dB)

：それぞれの騒音のピーク値（最大値）の１日の
　平均値（パワー平均値）

整理
番号

測定地点名 測定日 曜日
騒音発生

回　数
ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

A-5
古賀島町住宅（C）　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンNA－37）

NE 0.16 59.9 

A-6
古賀島町住宅（D）　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンNA－37）

NE 0.09 63.8 
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＜　長崎空港　（旧長崎空港B滑走路）　＞　

方位 距離（km） （１日間） （７日間）

R4.11.22 火 38 64.2 44.0

R4.11.23 水 2 61.3 24.8

R4.11.24 木 14 64.4 38.2

R4.11.25 金 37 66.0 44.9

R4.11.26 土 0 ― ―

R4.11.27 日 17 65.7 42.8

R4.11.28 月 40 66.4 45.8

R5.3.24 金 34 60.1 39.6

R5.3.25 土 45 60.9 41.3

R5.3.26 日 38 62.3 41.8

R5.3.27 月 35 61.4 41.1

R5.3.28 火 42 63.5 42.1

R5.3.29 水 29 64.6 42.7

R5.3.30 木 30 62.4 40.0

R4.12.29 木 31 62.1 40.9

R4.12.30 金 33 61.1 40.1

R4.12.31 土 36 61.4 40.0

R5.1.1 日 22 61.5 38.1

R5.1.2 月 29 60.8 38.6

R5.1.3 火 32 60.3 39.1

R5.1.4 水 40 60.2 39.5 

R4.12.6 火 27 62.8 38.2

R4.12.7 水 29 62.7 39.9

R4.12.8 木 17 63.8 39.9 

R4.12.9 金 24 61.9 35.5

R4.12.10 土 19 61.6 37.3

R4.12.11 日 8 62.2 31.5

R4.12.12 月 33 61.2 36.6

※ ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

滑走路中心点
からの Lden(dB)

：それぞれの騒音のピーク値（最大値）の１日の
　平均値（パワー平均値）

整理
番号

測定地点名 測定日 曜日
騒音発生

回　数
ｄＢ（Ａ）
(ﾋﾟｰｸ値)

B-1
大村市役所　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンＮＡ－37）

ESE 4.5 42.4

B-2
前舟津公民館　　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンＮＡ－37）

SE 4.7 41.4

B-3
釜川内
（測定機器　リオンＮＡ－37）

SE 6.3 39.6

B-4
三浦出張所　　　　　　　　　　　　　
（測定機器　リオンＮＡ－37）

SE 9.2 37.7
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◆新幹線鉄道騒音等（長崎県公表抜粋）

令和 4年度新幹線鉄道騒音等の調査結果について

西九州新幹線（武雄温泉～長崎間）が令和 4年 9 月 23 日に開業したことに伴い、県が環境

省の委託を受け実施した騒音等の調査結果について、下記の通り公表します。

○騒音については、表 1のとおり、測定を実施した 10 地点のうち 3地点において、新幹線鉄道

騒音に係る環境基準を超過していました。

【新幹線鉄道騒音に係る環境基準】

Ⅰ類型：主として住居の用に供される地域 70dB 以下

Ⅱ類型：商工業の用に供される地域等Ⅰ以外の地域であって通常の生活を保全する必要

がある地域 75dB 以下

○このため、県から、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構及び九州旅客鉄道株

式会社に対して、騒音対策の実施を要請することとしています。

※なお、振動については、測定を実施した上記 10 地点の全てで「環境保全上緊急を要する新

幹線鉄道振動対策について（昭和 51 年 3 月 12 日、環大特第 32 号）」（以下、「指針」という。）

の新幹線鉄道振動にかかる指針値を達成していました。

参考資料
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表１ 騒音及び振動測定結果 ※１

備考 １ 環境省からの委託により県が測定したものであり、県の責任により取りまとめたものである。

２ 測定地点側の軌道中心から２５ｍの測定点での結果である。

３ 下線の数値は、環境基準を超過していたことを示す。

４ 地点番号１１については、新幹線残工事等による周辺騒音が改善された後に測定予定。

地点

番号
選定場所（住所）

測定地点

側の軌道

(上下の別)

地域類型

騒音

評価値

ＬＡＳｍａｘ

(ｄＢ）

振動

評価値

(ｄＢ)

２５ｍ ※２

１ 東彼杵町瀬戸郷付近 下 Ⅰ ７１ ※３ ４３

２ 大村市松原 1丁目付近 上 Ⅰ ６５ ４７

３ 大村市沖田町付近 上 Ⅰ ６９ ４２

４ 大村市小路口本町付近 下 Ⅰ ７４ ※３ ４４

５ 諫早市下大渡野町付近 上 Ⅰ ７１ ※３ ４９

６ 諫早市本明町付近 下 Ⅰ ６４ ４０

７ 諫早市永昌町付近 上 Ⅰ ６６ ３５

８ 諫早市平山町付近 下 Ⅰ ６５ ４６

９ 長崎市船石町付近 下 Ⅰ ６５ ４２

１０ 長崎市東町付近 下 Ⅰ ６９ ４３

１１ 長崎市宝町付近 上 Ⅱ － ※４ － ※４
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４ 振動の測定

道路交通振動

①測定実施機関 大村市

②測定期間 令和５年３月２７日～令和５年３月２９日

③測定地点数 ５地点

④測定日数 １地点につき４回（８時、１０時、１４時、１８時に１０分間測定）

⑤評価方法 測定値の 80%レンジの上端値（Ｌ１０）を平均（４回分）し、振動規制法に基づく要請

限度値と比較した。

⑥適合状況 （ヵ所）

⑦過去の適合状況 （ヵ所）

＜参考１：要請限度＞

～振動規制法施行規則（抜粋）～

別表第２（第１２条関係） （ｄＢ）

＜参考２：振動の大きさ＞ （ｄＢ）

昼間（８時～２０時）

適合 不適合

５ ０

昼間（８時～２０時）

適合 不適合

H30 年度 ５ ０

R1 年度 ５ ０

R2 年度 ５ ０

R3 年度 ５ ０

時間の区分

区域の区分

昼間

（８時～２０時）

夜間

（２０時～８時）

第１種区域 65 60

第２種区域 70 65

振動の大きさ 階級 大きさの例

85～95 震度４（中震） 吊り下げたものが大きくゆれ、すわりの悪い置物が倒れる

75～85 震度３（弱震） 棚にある食器類が音をたてる

65～75 震度２（軽震） 電灯などの吊り下げたものがわずかにゆれる

55～65 震度１（微震） 室内にいる人の一部がわずかなゆれを感じる

45～55 震度０（無感） 振動計には記録されるが人体には感じない
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⑧＜測定値＞

限度値
（dB）

昼間
昼間
（ｄＢ）

適合
交通量
（台）

※交通量は、上下線合わせた測定時間10分間平均の値

要請限度

地点
番号

測定地点名 道路の種別
車
線
数

用途地域
区分

測定日

測定値

区域の
区分

1
旧中地区公民館
（松並１丁目）

市道
（乾馬場空港
線）

2 第１種住居 R5.3.29(水) 第１種 65
37
（37.4）

○ 129

2
大村市役所
（玖島１丁目）

国道
（３４号線）

4 近隣商業 R5.3.27(月)
43
（43.1）

○ 486

3
K教具
（桜馬場１丁目）

国道
（３４号線）

4

商業

R5.3.28(火)
37
（36.8）

○ 305

4
大村駅前駐輪場
（東本町）

市道
（八幡町線）

2 R5.3.29(水)
35
（34.8）

○ 168

5
第９分団詰所
（宮小路２丁目）

国道
（３４号線）

2 R5.3.28(火)
28
（27.9）

○ 185

第２種 70
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道路交通振動測定地点

5.第 9分団詰所
（宮小路２丁目）

2.大村市役所
（玖島 1丁目）

3.Ｋ教具
（桜馬場1丁目）

1.旧中地区公民館
（松並 1丁目）

4.大村駅前駐輪場
（東本町）
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５  苦情等の受理

　（１）  苦情の状況

① 苦情処理件数の経年変化

（単位：件）

Ｈ３０ 0 10 0 31 0 0 12 53 44 83 36 216

R1 4 7 0 23 1 0 7 42 56 53 43 194

Ｒ２ 2 22 0 14 0 0 14 52 37 59 26 174

Ｒ３ 2 15 0 12 0 0 15 44 29 35 20 128

Ｒ４ 0 9 0 12 0 0 9 30 25 27 19 101

※平成２７年度から空き地・空き家敷地内の雑草繁茂による害虫被害も、その他公害に加えている。

    近年の公害に関する苦情は、環境基本法でいう「公害」にあたる大気汚染、水質汚濁、土壌汚染 、

騒音、振動、地盤沈下、悪臭の「典型７公害」よりも、野焼き等の「その他公害」の方が多い。苦情の内

容としては、日常生活に密着した感覚的、心理的な苦情が多くを占めている。

    典型７公害に関する令和４年度に受け付けた苦情件数（※軽微なものは含めていない。）は、３０件

であった。苦情の内訳としては、水質汚濁・騒音・悪臭が中心であり、土壌汚染・振動・地盤沈下に関し

ては０件であった。

　 一方で、典型７公害以外の苦情では、廃棄物の不法投棄に関するものが２５件、家庭でのごみ焼却

などの野焼きに関するものが２７件であった。

典型７公害 その他公害

年  度 小計 合  計
大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 廃棄物投棄 ごみ焼却等 その他

53
42

52 44
30

216

194
174

128

101

0

50

100

150

200

250

Ｈ３０ R1 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

公害総数

典型７公害

公害苦情件数経年変化（件）
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大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 小計

住居地域 0 4 0 8 0 0 5 17 37 54
近隣商業地域 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
商業地域 0 1 0 1 0 0 0 2 2 4
準工業地域 0 3 0 2 0 0 0 5 2 7
工業地域 0 0 0 0 0 0 1 1 1 2
無指定 0 0 0 0 0 0 0 0 16 16
小計 0 8 0 11 0 0 6 25 58 83

0 1 0 1 0 0 3 5 13 18
0 9 0 12 0 0 9 30 71 101

大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 小計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 12 0 0 9 21 47 68
0 9 0 0 0 0 0 9 24 33
0 9 0 12 0 0 9 30 71 101

　（２）　空閑地関係苦情の状況
　　　（単位：件）

　（３）　畜犬関係苦情の状況
　　　（単位：件）

H27

H28

H29

H30

R1

R2

R3

R４
※放し飼いの件数には逃亡した犬も含む。

② 地域別の苦情発生件数及び発生区域（令和４年度）
　　　（単位：件）

典型７公害

都市計画区域外

合  計

※苦情の発生場所を都市計画法に基づく用途地域別に見ると、住居地域が全体の約５３％を占めている。

③ 苦情内容の種類（令和４年度）
　　　（単位：件）

典型７公害

健康

財産

動・植物

感覚的・心理的

その他

合  計
※苦情の被害内容は、感覚的・心理的なものが約６８％を占めている。

平成２５年度 61
平成２６年度 72
平成２７年度 81
平成２８年度 77
平成２９年度 78
平成３０年度 45
令和元年度 63
令和２年度 65
令和３年度 64
令和４年度 60

苦情の内訳

放し飼い 糞等 その他

7 1 10 18

6 1 9 16

6 1 5 12

8 6 11 25

7 10 7 24

6 7 12 25

11 12 42 65

7 14 53 74

地域区分 その他公害 合  計

被害区分 その他公害 合  計

年度 合計

都
市
計
画
区
域
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（４） 不法投棄の状況

　①不法投棄件数

一般廃棄物 産業廃棄物 一般廃棄物 産業廃棄物 一般廃棄物 産業廃棄物

34 3 25 4 24 1 

4 2 11 1 1 0 

24 0 12 0 20 0 

1 0 0 0 1 1 

5 1 2 3 2 0 

　②不法投棄物回収量

可燃物

不燃物

合計

　③家電４品目について

（ア）処分費内訳 　　　　　　　　　（令和4年度） （イ）処分件数

数量 令和3年度 令和4年度

市回収 市回収

テレビ 7 13

洗濯機 1 2

冷蔵庫 2 4

エアコン 0 0

19

令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 4 年 度

苦　情　件　数

投 棄 者 回 収
(土地所有者を含

市　回　収

　　　未　回　収

そ　の　他

令 和 2 年 度 令 和 3 年 度 令 和 4 年 度

2,132 2,164 3,529 

1,401 1,363 2,434 

3,764 3,537 5,963 

品  目 金額（円）

リサイクル料計 57,792

振込み手数料 0

運搬料（税込） 0

総  計（税込）

内
　
訳

回収量（㎏）

品目　　年度

テレビ 13 35,322

洗濯機 2 5,060

冷蔵庫 4 17,410

計 10 19

エアコン 0 0
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６　畜犬登録等

　（1）　犬の登録及び狂犬病予防注射の実施状況

（単位：頭数）

全登録頭数 新規登録数 注射実施頭数 注射実施率

H２８ 5,033 290 3,534 70.22%

H２９ 4,953 301 3,546 71.59%

H３０ 4,917 297 3,458 70.33%

R1 4,902 324 3,438 70.13%

R2 5,000 447 3,545 70.90%

R3 5,070 414 3,535 69.72%

R4 4,932 456 3,647 73.95%

登録状況 注射実施状況

全登録頭数：年度末現在の登録頭数です。

新規登録数：年度内に新規登録された頭数です（全登録頭数の内数ではありません）。

注射実施頭数：年度内に大村市に注射済みの届け出があった頭数です（全登録頭数の内数ではあ
　　　　　　　　　　りません。また、転入前に注射した頭数は含みません）。

注射実施率：全登録頭数に占める注射済み頭数の割合を示す接種率とは異なります。

年  度

4,932

5,070

5,000

4,902

4,917

4,953

5,033

3,647

3,535

3,545

3,438

3,458

3,546

3,534

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 頭数

R4

R3

R2

R1

H３０

H２９

H２８

犬の登録及び狂犬病予防注射の実施状況
注射実施頭数

全登録頭数
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　（2）　犬・猫の引き取り、処分状況 ※長崎県央保健所管内の合計

（単位：頭数）

年度 A 捕獲頭数 B 引取り数 C 返還数 D 譲渡数
処分数

(A+B)-(C+D)

Ｈ２８ 151 81 58 112 62

H２９ 95 93 41 117 30

H３０ 102 88 42 106 42

R1 96 106 47 112 43

R2 72 97 30 106 33

R3 59 41 25 42 33

R4 74 47 33 41 47

年度
A 捕獲頭数
（公示数）

B 引取り数 C 返還数 D 譲渡数
処分数

(A+B)-(C+D)

Ｈ２８ 696 0 94 602

H２９ 709 0 58 651

H３０ 557 0 74 483

R1 489 0 83 406

R2 438 0 70 368

R3 230 0 57 173

R4 118 0 43 75

（資料　長崎県央保健所）

長崎県央保健所管内：大村市、諫早市、東彼杵郡（東彼杵町、川棚町、波佐見町）

犬

猫

75

173

368

406

483

651

602

47

33

33

43

42

30

62

0 100 200 300 400 500 600 700 頭数

R4

R3

R2

R1

H３０

H２９

Ｈ２８

犬・猫の処分頭数経年変化
犬

猫
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（2）　環境センターへのごみ搬入量及び処理量　

単位：ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

29,994 30,327 31,300 30,941 28,772 29,482 

102.2% 101.1% 103.2% 98.9% 93.0% 102.5%

19,271 19,455 20,041 20,342 19,721 19,791 

101.7% 101.0% 103.0% 101.5% 96.9% 100.4%

10,723 10,872 11,259 10,599 9,051 9,691 

103.0% 101.4% 103.6% 94.1% 85.4% 107.1%

単位：人 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

大村市の人口（10/1現在:国調） 93,834 94,460 95,062 95,426 95,939 96,404 

100.6% 100.7% 100.6% 100.4% 100.5% 100.5%

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

564 564 578 584 563 562 

880 880 902 888 822 838 

可燃物 単位：ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

　　搬入量のみ 26,573 26,767 27,561 26,955 25,131 25,797 

　　（し尿し渣等） 2 2 2 0 0 0 

26,575 26,769 27,563 26,955 25,131 25,797 

102.2% 100.7% 103.0% 97.8% 93.2% 102.7%

不燃物 単位：ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,813 2,034 2,181 2,436 2,116 2,053 

104.9% 112.2% 107.2% 111.7% 86.9% 97.0%

資源物 単位：ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

1,606 1,524 1,556 1,550 1,525 1,632 

98.6% 94.9% 102.1% 99.6% 98.4% 107.0%

単位：ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

17,120 17,206 17,556 17,636 17,437 17,388 

101.3% 100.5% 102.0% 100.5% 98.9% 99.7%

最終処分場への搬出量　単位:ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

3,075 3,134 3,287 3,411 463 930 

387 442 429 490 410 407 

3,462 3,576 3,716 3,901 873 1,337 

100.1% 103.3% 103.9% 105.0% 22.4% 153.2%

中間処理・搬出量 単位：ｔ 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

29,228 30,059 30,298 29,808 10,853 27,535 

102.8% 102.8% 100.8% 98.4% 36.4% 253.7%

　搬入量（処理量）　総計

対前年比伸び率

家庭系ごみ（し尿し渣等含む）

（家庭系）対前年比伸び率

　　事業系ごみ

（事業系）対前年比伸び率

対前年比伸び率

１日１人当たり処理量

家庭系（１日１人当たり）g/日

　全体（１日１人当たり）g/日

　　可燃物　全体

（可燃物）対前年比伸び率

　　不燃物　全体

（不燃物）対前年比伸び率

　　資源物　全体

（資源物）対前年比伸び率

　市収集量　計（資源・不燃・可燃）

対前年比伸び率

灰

 残渣

 埋立 計

対前年比伸び率

焼却量

対前年比伸び率
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（3）　再生利用量（再資源化量） （単位：t/年）

H30 R1 R2 R3 R4

直接再資源化量 833 850 771 801 839

古紙類 406 428 466 470 468

搬 布類 199 181 50 57 109

209 223 242 268 259

生きびん 19 17 13 6 3

出 514 499 473 504 525 

鉄（スチール缶） 27 21 21 31 25

アルミ缶 32 30 23 41 44

びん 455 448 429 432 456

物 603 664 791 729 660

電池 25 23 24 19 19

蛍光灯類 7 8 7 7 6

0 0 0 697 1,993

羽毛布団（R2年開始） 0 0 1 1 0

（小計） 1,982 2,044 2,067 2,758 4,042

集 古紙類 1,101 1,010 955 911 834

団 古繊維 121 132 182 170 160

回 アルミ缶 70 74 68 75 75

収 びん類 22 20 11 13 8

量 161 165 164 188 188

（小計） 1,475 1,401 1,380 1,357 1,265

2,431 4,300 3,449 3,418 4,163

5,888 7,745 6,896 7,533 9,470

34,231 36,999 35,770 33,547 34,910

17.2% 20.9% 19.3% 22.5% 27.1%

項目/年度

プラスチック製容器包装類

再資源化施設処理量

不燃ごみ処理再資源化量

焼却灰リサイクル（R3年開始）

　※不燃ごみ処理再資源化量：環境センターで不燃物を処理して回収された鉄・アルミなどの再資源化物の量

スチール缶
ペットボトル

事業系資源化量

　※事業系資源化量：許可業者が回収した生ごみ、古紙類、びん、缶などの再資源化物の量（センター持込以外）

再生利用量合計

  ※再生利用量：ﾘｻｲｸﾙされた量。環境センターから搬出された資源物の量と集団回収量と事業系資源化量の合計

ごみ排出量

　※ごみ排出量：環境センターへのごみ搬入量、集団回収量、及び事業系資源化量の合計量〈し尿残渣等を除く）

再生利用率（ごみ全体）

　※再生利用率＝再生利用量÷ごみ排出量（百分率比）
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８　 建築協議及び土地開発協議の受理

17 23 27 34 32 32 32 35 38 30

内 新築 16 23 27 33 30 30 28 32 37 26

訳 増築 1 0 0 1 2 2 4 3 1 4

年度

地区

1 1 4 1 6 3 4 5 1 10

1 6 5 7 6 8 7 7 7 7

1 3 6 0 3 3 2 2 2 2

5 2 4 3 2 2 1 4 1 0

0 3 1 5 0 2 1 1 0 2

4 0 2 5 4 5 2 13 20 5

2 7 3 12 8 7 14 3 5 3

3 1 2 1 3 2 1 0 2 1

17 17 23 27 34 32 32 32 38 30

年度

種別

6 13 9 15 15 13 16 15 15 3

0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

0 0 1 1 0 0 2 3 0 2

5 4 6 6 5 8 5 3 7 11

1 4 2 2 3 4 1 3 6 4

0 0 0 0 1 0 1 1 0 5

1 1 1 3 3 2 2 3 2 0

0 0 1 0 1 0 0 0 1 0

4 1 7 7 4 5 5 7 7 4

17 17 23 27 34 32 32 32 38 30

　（１） 　建築協議

①建築協議受理件数

受理件数

②地区別受理件数

大   村

西大村

三   浦

鈴   田

萱   瀬

竹   松

福   重

松   原

合   計

③用途別受理件数

住     宅

共同住宅

併用住宅

店     舗

車庫・事務所

倉     庫

工     場

農     舎

そ の 他

合     計

　工場・事業場等や下水道処理区域外での住宅等の排水対策について、必要に応じ指導を行う
ためのもの。
※下水道処理区域内においての住宅等の建築等は含まれていない。

年   度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
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（２）　土地開発協議
         ※都市計画区域内の3,000㎡以上の開発行為は除く。

①土地開発協議の件数

67 70 43 55 60 64 54 57 59 46

0 0 0 1 3 3 2 1 0 1

②地区別協議件数

年度

地区

10 28 11 14 15 16 18 10 17 9

19 16 12 10 13 17 14 10 10 12

2 3 2 1 4 5 0 3 3 3

8 5 4 2 1 1 1 4 0 2

4 1 1 1 1 0 1 3 3 1

12 15 9 18 19 19 14 18 14 15

8 2 3 8 5 6 6 8 10 4

4 0 1 1 2 0 0 1 2 0

67 70 43 55 60 64 54 57 59 46

259,131 303,724 113,464 135,115 141,689 140,158 134,511 154,298 124,955 84,673

     （２）　建築物の建築により予想される公害等の防止策

     （３）　その他市長が必要と認める事項

受理件数

取り下げ

大   村

西大村

三   浦

鈴   田

萱   瀬

竹   松

福   重

松   原

合   計

面積 （㎡）

 〈参考〉 大村市環境保全条例　抜粋

   第２章    環  境  保  全

（土地開発）

  第６条  大村市内において1,000平方メートル以上の土地開発を行おうとする者（以下「施行者」という。）は、次に

        掲げる事項についてあらかじめ市長の同意を得なければならない。

     （１）　開発地区内の給水及び排水施設の計画

     （２）　当該開発により予想される公害等の防止計画

     （３）　その他市長が必要と認める事項

   ２　市長は、施行者が、前項の同意を得ず、又は同項各号に規定する事項の内容に適合しない工事を施行させ、

　　　又は施行しているときは、適切な指導又は勧告を行うものとする。

（建築物の建築）

  第7条  大村市内において工場、事業場等の用に供する建築物（以下「工場等」という。）を建築しようとする建築

     　　主及び下水道の処理区域（下水道法（昭和33年法律第79号）第2条第8号に規定する処理区域をいう。以

     　　下同じ。）外の区域に工場等以外の建築物を建築しようとする建築主は、次に掲げる事項についてあらかじ

     　　め市長の同意を得なければならない。

     （１）　建築物から排出する汚水の処理施設及び排水施設の計画

   ２   市長は、当該建築主が、前項の同意を得ず、又は同項各号に規定する事項の内容に適合しない建築物

　　　を建築させ、又は、建築しているときは、適切な指導又は勧告を行うものとする。

年   度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度
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９ 環境教育への取組

環境問題は、私たちの日常生活と密接につながっているものであるとの認識を深めることで、

環境保全活動に対する意識の向上を図ることを目的としています。

（１） やさしい環境講座（出前講座）

学校、放課後児童クラブ、町内会など複数名の要望があれば、地球温暖化問題やゴミ問題、川

や海の水質問題などのテーマ別に担当の職員が出向き、実施しています。講座を通じて個々の家

庭で取り組めることなどを考えてもらうため、実施後はアンケート調査も併せて行っています。

また、近年、小学校や市民の間に広がっている「生ごみリサイクル」についても、平成１９年度から

講座を行っています。

①環境出前講座実績

②生ごみリサイクル出前講座実績

（２） リバーウォッチング

小学生を対象に、鈴田川、大上戸川、郡川の市内３河川において、河川に住む生物を捕まえ、

調査することで、自然環境と私たちの生活が密接につながっていることの理解を深め、河川の水を

汚さないために私たちができることを考え、行動に結びつけることを目的としています。

協力団体 ： 長崎県環境保健研究センター（機材設置、運営協力）

実施年月 講 座 名 参加者数

令和 4年 4月 23 日 土づくりから始めるグリーンカーテンの作り方教室 34 名

実施年月 参 加 団 体 参加者数

令和４年６月 放虎原小学校（第 1回目） １１２名

令和４年７月 放虎原小学校（第 2回目） １１２名

令和５年３月 生活協同組合ララコープ東彼大村エリア １５名

合 計 ２３９名

実施年月日 実 施 会 場 参加者数

令和 4年 7月 26 日 鈴田川（運動広場付近） 33 名

豪雨災害の影響による

改修工事中のため中止
大上戸川（水田橋付近） -

令和 4年 7月 25 日 郡川（榎茶屋河川公園付近） 49 名

合 計 82名

62



（３） 大村湾ウォッチング

小学生を対象に、久原１丁目にある寺島公園周辺において、海岸生物の採取や水中カメラを使っ

た海中観察を通じて、大村湾の特徴や現状などの理解を深めることで、継続した水質浄化への取組

の必要性を認識してもらうことを目的としています。

協力団体 ： 長崎県環境保健研究センター（機材設置、運営協力）

（４） マイバッグキャンペーン

市内にある大型店舗にてマイバッグの持参率調査を行っています。（実施時間 16:00～17:00）

店舗名

令和４年１０月 令和５年３月

来店者

数（人）

持参者

数（人）

未使用者

数（人）

持参率

（％）

来店者

数（人）

持参者

数（人）

未使用者

数（人）

持参率

（％）

エレナ 久原店 207 130 77 62.8 143 97 46 67.8

エレナ 大村中央店 140 103 37 73.6 127 89 38 70.1

エレナ 竹松店 83 57 26 68.7 91 60 31 65.9

まるたか生鮮市場 三城店 102 74 28 72.5 91 70 21 76.9

まるたか生鮮市場富の原店 122 77 45 63.1 143 96 47 67.1

まるたか生鮮市場 池田店 85 60 25 70.6 99 70 29 70.7

マックスバリュ 溝陸店 128 75 53 58.6 160 117 43 73.1

マックスバリュ 大村諏訪店 122 82 40 67.2 126 77 49 61.1

マックスバリュ 空港通り店 138 88 50 63.8 131 74 57 56.5

合 計 1,127 746 381 66.2 1,111 750 361 67.5

実施年月日 実 施 会 場 参加者数

令和 4年 7月 21 日 寺島公園付近 52名
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10 地球温暖化対策の取組

地球温暖化対策推進法の改正に伴い、脱炭素に向けた取組がこれまで以上に求められており、「第

五次環境基本計画(2018[平成 30]年)」では、SDGs やパリ協定など国際的な潮流を踏まえつつ、環境政

策による経済・社会システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーションの創出や、経

済・社会的課題の同時解決を実現し、将来にわたって質の高い生活をもたらす「新たな成長」につなげて

いくことを目指しています。

このような状況を踏まえ、2050(令和 32)年度までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し、2023(令和

5)年 2 月に、「ゼロカーボンシティおおむら」を宣言するとともに、「第三次大村市環境基本計画」を同年３

月に策定しました。

本市では地球温暖化対策の取組として、「第５期大村市地球温暖化対策実行計画」に基づく市の事務

事業に係る温室効果ガス総排出量の実績及びその他の取組状況の概略を報告します。

(1) 市の事務事業に係る温室効果ガス総排出量の実績(令和４年度)

① 温室効果ガス総排出量の状況（前年度との比較） 単位：t-CO2(二酸化炭素換算量)

※二酸化炭素（ＣＯ２）換算量とは、例えばメタンは温室効果が二酸化炭素の 25 倍あるので、メタン１t(トン)は二

酸化炭素 25t として換算します。また、車のエアコンに利用される代替フロンガスであるハイドロフルオロカーボ

ン(HFC-134A)は、二酸化炭素の 1,430 倍にもなります。(これらの倍数は「地球温暖化係数」と呼ばれます。)

② 活動項目（分野）毎の温室効果ガス総排出量の状況 単位：t-CO2(二酸化炭素換算量)

※割合は小数点以下を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。

※ＣＯ2：二酸化炭素、ＣＨ4：メタン、N2O：一酸化二窒素、ＨＦＣ：ハイドロフルオロカーボン

令和４年度は前年度に比べて温室効果ガスの総排出量は約９．５％増加しております。

18,735 20,358 1,623 　 25,969 
 (8.7 ％)  

588 611 23 　 536 
(3.9 ％)  

857 1,131 274 　 1,132 
 (32.0 ％)  

6 3 ▲ 3 　 11 
 (▲ 47.6 ％)  

20,186 22,103 1,918 　 27,648 
  (9.5 ％)  

ハイドロフルオロカーボン

( ※ HFC-134a )

温室効果ガスの種類
令和３年度

(2021)
令和４年度

(2022)
前年度との

増減
目標

（2025）

二酸化炭素

メタン

一酸化二窒素

計

算定対象となる
ガスの種類

令和３年度 令和４年度
前年度との

増減

CO2 13,267 10,037 ▲ 3,230 45 %

CO2 2,188 2,000 ▲ 188 9 %

プラスチック類 CO2 3,280 8,321 5,041 38 %
一般廃棄物全体 CH4,N2O 183 466 283 2 %

（以上　小計） （3,463） （8,787） (▲6,034) (17 %)
CH4,N2O 1,119 1,107 ▲ 12 5 %
HFC,CH4,N2O 14 11 ▲ 3 0 %
(CH4,N2O等） 135 161 26 1 %

20,186 22,103 1,917 100 %

主な活動項目（分野） 令和４年度に
占める割合

電　気　の　使　用
（他からの電気の供給）　

燃料の使用

下水等の処理
自動車の運行

その他(牛の放牧等）

合　計

廃棄物の
焼却
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(2) 市の温室効果ガス削減の取組状況

① 省エネルギー対策

電気や都市ガスをはじめ、ガソリン、灯油、LPG、重油等の燃料を含むエネルギー使用量の削減

のため、以下に掲げた取組を行います。

ア 電気使用量の削減

イ 都市ガス・ガソリン等の燃料使用量の削減

② 省資源対策

用紙類の使用量削減やリサイクルの推進によるごみ排出量の削減を図るとともに、物品等の購

入時にはグリーン購入を推進することで、省資源化を目指し、以下の対策を講じること。

ア 用紙類の使用量削減

イ ごみ排出量の削減

ウ リサイクル等（再資源化）の推進

エ 水道使用量の削減

オ グリーン購入の推進

(3) 市民・事業者等に対する温暖化対策の啓発等について

① 地球温暖化防止ポスター・標語コンクール

地球温暖化防止をテーマとしたポスター（小学生対象）、標語（中学生対象）のコンクールを通して、

子ども達へ地球温暖化問題を啓発しながら、大村市地球温暖化対策協議会と連携して入賞作品に

よるカレンダーを作成し、地球温暖化防止活動のＰＲに役立てています。

【令和４年度 コンクール応募数】

② 交通における燃料使用の抑制

市が率先して環境対応車の導入などに取り組むとともに、市民・事業者に対して環境対応車導入

の普及啓発やエコドライブなどのスマートムーブの推進を行うことにより、交通における燃料使用を

抑制します。

ポスター （小学生） 29 作品 審査員：３名(大村市美術協会ほか)

標 語 （中学生） 607 作品 審査員：３名(大村市文芸協会ほか)
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③ 地球温暖化防止の啓発

省エネ及び二酸化炭素削減に関する横断幕、懸垂幕、のぼり等を設置し、コミュニティセンター等

での地球温暖化防止ポスター・標語コンクール作品の展示等を実施しながら温室効果ガス削減の

啓発活動を行っています。また、環境省が進める「クールチョイス」（“賢い選択”）運動や、県等が進

める「エコライフ」活動等について、市民・事業者への周知・啓発等に努めています。

④ 大村市地球温暖化対策地域協議会の開催

大村市内の事業所・団体、長崎県地球温暖化防止活動推進員、関係行政機関等で構成する大

村市地球温暖化対策地域協議会を平成 20 年度に設立し、必要に応じて協議会を開催することとし

ています。

⑤ グリーンカーテンコンテスト

グリーンカーテンを普及させ、より一層の省エネに取り組むことを目的としてコンテストを実施して

おり、入賞作品によるカレンダーを作成し、地球温暖化防止活動の PR に役立てています。

【令和４年度 コンテスト応募数】

(4) 大村湾 SDGｓプロジェクト事業（令和４年度～令和６年度）

企業版ふるさと納税を活用して、水質浄化を植物性のミネラル成分と土壌腐植質、土壌ミネラル成

分を原料とする独自の加工技術により作成したカルシウムを主成分とするミネラルセラミックを海中に

設置し水質浄化を図ります。また、メゾ構造体（とても小さなミネラルの集まり）を応用した人工サンゴ

（仮称）を海中に設置し、ＣＯ２を吸収する量及びＣＯ２を固定化する量等を検証するため実証実験を行

います。

コンテスト応募数 審 査 員

７作品 大村市地球温暖化対策地域協議会会長ほか
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【 環境用語解説 】

ＩＳＯ１４００１ 環境への負荷を低減させることを目的に、組織の事業活動全般を管理・改善し
ていく環境マネジメントシステムの国際規格のことです。

赤潮 プランクトンの異常増殖により海水が着色する現象であり、有害プランクトン
や、一時的に酸素消費量が増大することによる酸素欠乏のため、魚介類のへい
死など漁業被害を伴うこともあります。
赤潮の発生は、閉鎖性水域で起こりやすく、窒素、リン等の栄養塩類の流入等

による富栄養化の進行が基本的発生原因とされていますが、底質から海水への
溶出及び降雨、河川水の大量流入よる塩素量の低下等の原因も指摘されていま
す。

悪臭物質 悪臭は一般に悪臭を有する多種類の物質により構成されていることが多いで
すが、悪臭防止法では、通常悪臭の発生源として問題になっているパルプ工場、
石油化学工場、魚腸骨処理場等から排出される悪臭の代表的な構成成分であ
り、不快な臭いの原因となり、生活環境を損なうおそれのある２２物質を特定悪臭
物質として指定し、工場・事業場からの排出規制等を行っています。

ＥＭ菌 Ｅｆｆｅｃｔｉｖｅ Ｍｉｃｒｏ ｏｒｇａｎｉｓｍｓ：有用微生物群の略
乳酸菌群、酵母群、光合成細菌群、発酵系の糸状菌群、グラム陽性の放線菌群
などから構成され、約 80 種類の有用微生物が含まれています。これらは有機物
を発酵させ、役に立つ物質を生成し、またその環境を浄化する働きがあります。

ＥＭぼかし 生ゴミを堆肥化させるための発酵促進剤で、米ぬか・もみ殻にＥＭ資材（微生
物群）・糖蜜・水等を混ぜ、ＥＭ菌を大量に増やしたものです。

一酸化炭素
（ＣＯ）

無味、無臭、無色、無刺激の空気より少し軽いガスで、有機物の不完全燃焼に
より発生します。
大気汚染として問題となる部分は、自動車の排出ガスによるものです。
このガスを体内に吸入すると、血液（赤血球）中のヘモグロビンと結合し酸素供

給能力を妨げ中枢神経をマヒさせ、貧血症をおこすことがあります。

一酸化窒素
（ＮＯ）

無色の気体で液化しにくく空気よりやや重く、空気または酸素に触れると赤褐色
の二酸化窒素（ＮＯ₂）に変わります。
一酸化窒素は、血液中のヘモグロビンと結合し中枢神経系の症状が現れます。

一般廃棄物 日常生活に伴って家庭から排出されるごみやし尿が代表的なものですが、商店
などの事業所から排出される紙くずなど産業廃棄物に該当しないものも含まれま
す。

上乗せ排水規制 ばい煙または排出水の規制に関して、総理府令で定める全国一律の排出基準
または排出基準にかえて適用するものとして、都道府県が条例で定めたより厳し
い排出基準または排水基準です。

エコショップ 簡易包装の実施や買い物袋の持参の奨励、飲料用パックやトレイなどの店頭
回収、再生原料を使用した製品の販売や事業所での利用促進、業務上発生する
廃棄物の資源化など環境に配慮した事業活動を実施している小売店舗をエコシ
ョップとして認定しています。

ＳＳ（浮遊物質量） 水中に浮遊している物量のことをいい、一定量の水をろ紙でこし、乾燥してその
重量を測ることとされており、数値（㎎/ℓ）が大きい程、水質汚濁の著しいことを示
します。

Ｌ10 全測定値を小さい値から並べ、数値の低いほうから数えて全体の 90％目に相

当する値のこと。振動規制ではこの値を用います。
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オゾン オゾンは、空気中での放電などにより発生します。酸化性の強い臭気のある気
体で、強い殺菌力があります。
また、地表から20～40kmの上空に、オゾンが高濃度に存在する層があります。
これをオゾン層といいます。
太陽からくる紫外線のうち、特に生物に有害な波長（UVB）を吸収しています。
近年、オゾン層がフロンガスによって破壊され、オゾンホールが発生しています。

汚濁負荷量 排出される汚濁物質量（BOD や COD などで表される汚れなどの水質を悪化さ
せる原因物質の量）をいい、主として BOD、COD などの 1日当たりの重さ（トンや
㎏）で表されます。これは、家庭や工場などの汚濁源から排出される水量と汚濁
物質の濃度の積によって計算されます。
海域などの水域の状況などによっては濃度規制だけで不十分で、いかに汚濁
負荷量を削減するかが重要となります。

温室効果ガス 地球の温度は、太陽から注がれる日射エネルギーと地球が宇宙に向けて放出
する熱放射エネルギーとのつりあいによって保たれています。大気中には、熱放
射エネルギー（赤外線）を吸収する「温室効果ガス」と呼ばれる気体があります。
温室効果ガスには二酸化炭素、メタン、フロンガスなどがあります。

化学的酸素要求量
（COD）

Chemical Oxygen Demand（化学的酸素要求量）の略称であり、海水や湖沼の
有機汚濁物質などによる汚れの度合いを示す指標です。水中の有機物等汚染源
となる物質を、通常、過マンガン酸カリウム等の酸化剤で酸化するときに消費さ
れる酸素量を㎎/ℓで表したものであり、数値が高いほど水中の汚染物質の量も
多いということを示します。

合併処理浄化槽 し尿と生活雑排水（台所、風呂、洗濯等に使用した水）を戸別にまとめて、微生
物の作用等による腐敗又は、酸化分解などの方法によって処理します。

環境家計簿 家庭における電気やガスなどの使用量を毎月記帳し、使用量の削減に取り組み
ます。

環境基準 人の健康の保護及び生活環境の保全のうえで維持されることが望ましい基準と
して、終局的に、大気、水、土壌、騒音をどの程度に保つことを目標に施策を実施
していくのかという目標を定めたものです。
環境基準は、「維持されることが望ましい基準」であり、行政上の政策目標です。
これは、人の健康等を維持するための最低限度としてではなく、より積極的に維
持されることが望ましい目標として、その確保を図っていこうとするものです。
また、汚染が現在進行していない地域については、少なくとも現状より悪化する
こととならないように環境基準を設定し、これを維持していくことが望ましいもので
す。

環境保全協定
（公害防止協定）

地方公共団体と企業、住民団体と企業などの間で、環境保全（公害防止）のた
めに必要な措置を取り決める協定のことをいいます。公害に関する各種の規制法
を補い、地域の特殊性に応じた有効な公害規制を弾力的に実施することができる
ため、法律や条令の規制と並ぶ有力な環境保全（公害防止）上の手段として広く
利用されています。

環境ホルモン
（外因性内分泌かく
乱化学物質）

本来、ホルモンは私たちの身体の中で男女の違いを形成したり、健康を維持し
ていく上で大切な働きをしています。「環境ホルモン」とは、「動物の生体内に取り
込まれた場合に、本来、その生体内で営まれている正常なホルモン作用に影響を
与える外因性の物質」であるとされており、化学的には「外因性内分泌かく乱化学
物質」といいます。
現在、環境ホルモンとして疑われている化学物質は、67 物質群ありますが、これ
らの物質の環境中での存在状況や生体に与える影響について調査研究が進めら
れています。
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京都議定書 地球温暖化対策に関する国際会議である「地球温暖化防止京都会議」において
温室効果ガス削減目標や国際的な仕組みなど、合意したことが「京都議定書」とし
てまとめられました。

グリーン購入 再生製品や廃棄したときのリサイクルのしやすさ、省エネルギー製品など環境へ
の影響ができるだけ少ない製品や資材を購入することです。

Ｋ値規制 大気汚染防止法のばい煙発生施設から排出される硫黄酸化物の規制の方法。
これは、大気汚染の程度によって全国を１６段階の地域に分け、それぞれの係
数（Ｋ値）を決め、計算式により求められた許容量をこえる硫黄酸化物の排出を制
限するものです。施設が集合して設置されている地域ほど規制が厳しく、その値も
小さくなっています。

公害 「環境基本法」によると、公害とは「事業活動その他の人の活動にともなって生
ずる相当範囲にわたる、①大気の汚染、②水質の汚濁（水質以外の水の状態又
は水底の底質が悪化することを含む。）③土壌の汚染、④騒音、⑤振動、⑥地盤
の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘さくによるものを除く。）及び⑦悪臭によっ
て人の健康又は生活環境にかかわる被害が生ずることをいう」と定義し、行政的
に取り組む公害の対象を限定しており、この７公害を通常「典型７公害」と呼んで
います。

光化学オキシダント
（Ｏｘ）

大気中の窒素酸化物と炭化水素が強い紫外線によって光化学反応をおこして
生成されるオゾン（Ｏ₃）、アルデヒド（ＲＣＨＯ）、ＰＡＮ（パーオキシアセチルナイトレ
ート）等の酸化力の強い物質の総称です。
主成分はオゾンで全体の７０～８０％を占めているといわれています。このオキ
シダントが原因で起こるいわゆる光化学スモッグは、日差しの強い夏季に多く発生
し、目をチカチカさせたりすることがあります。

光化学スモッグ 自動車や工場等から排出される窒素酸化物やガス状の炭化水素が太陽光線の
紫外線のエネルギーによる光化学反応で生成するオキシダントは、オゾンなどの
酸化性物質を主体としてスモッグ（煙霧）となって目を刺激し、くしゃみや涙を誘発
するほか植物の葉を白く枯らしたりします。この現象は日差しの強い夏に多く発生
するといわれています。

公共用水域 河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他の公共の用に供される水域及びにこれに接
続する公共溝きょ、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（公共下水道
及び流域下水道であって終末処理場を有しているものを除く。）等の総称です。

こどもエコクラブ 幼児（3 歳）から高校生までの子どもが地域で自主的に環境保全や環境学習に
取り組む全国的な活動です。市町村を通じた登録制度になっています。

コンポスト 畑や庭など土に少し埋め込むようにして設置使用する生ゴミ堆肥化の専用容器
のことです。容器に生ゴミを入れ、その上から土をかけるもので、土の中の微生物
によって分解（発酵）させます。
多量の生ゴミを処理できますが、堆肥化するのに 3～6 ヶ月かかります。

最終処分場 廃棄物を埋立処分する場所や施設・設備の総体をいいます。埋立の方式により
遮断型、管理型、安定型の 3つに区分されます。

産業廃棄物 廃棄物のうち、事業活動に伴って生じた燃え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカ
リ、廃プラスチック類など１９種類のものをいいます。
産業廃棄物は事業所が自らの責任で適正に処理する義務があります。

酸性雨 酸性度の強い雨のことです。化石燃料等の燃焼によって生じる硫黄酸化物や窒
素酸化物が大気中で硫酸や硝酸などに変化し、これらが取り込まれて酸性雨とな
ります。生態系の破壊や建造物の腐食などの被害を及ぼします。
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自動車排出ガス 自動車排出ガスとは、自動車の運行に伴い発生する人の健康又は生活環境に
被害を生ずるおそれのある物質で、一酸化炭素、炭化水素、窒素酸化物、粒子状
物質及び鉛化合物の５物質が定められています。

臭気指数 臭気指数とは、気体又は水に係る悪臭の程度を示す指標で、気体の臭気指数
は「三点比較式臭袋法」という方法により、人の嗅覚を用いて算出します。
具体的には、無臭空気を満たした３個１組の袋のうち１個に試料臭気を注入し、
他の２個の袋と臭いの区別ができなくなるまで希釈した倍数を求め、この希釈倍
数を基礎として臭気指数を求めます。

硝酸性窒素
（ＮＯ₃－Ｎ）及び
亜硝酸性窒素
（ＮＯ₂－Ｎ）

硝酸塩及び亜硝酸塩のことです。硝酸塩は、自然界の多くの食物、特に野菜中
に存在しており、これらを含む食品や水を人が摂取してもほとんど影響はありませ
んが、胃酸の分泌が充分でない乳児では、胃の中の酸性度が弱いため、腸内細
菌によって硝酸塩が亜硝酸塩に還元されます。
体内に吸収された亜硝酸塩が血液中のヘモグロビンと強く結合し酸素の運搬を

阻害するため、酸欠状態を引き起こすことがあります。（メトヘモグロビン血症によ
るチアノーゼ状態）
地下水中にこれらが含まれる原因として、一般的に窒素肥料、畜舎排水、生活
排水等の人為的な原因が考えられます。

振動レベル 振動レベルとは、振動の加速度をｄＢで表した加速度レベルに振動感覚補正を
加えたもので、単位としてはデシベル（ｄＢ）が用いられます。
通常、振動感覚補正回路をもつ振動計により測定した値が示されています。

水素イオン濃度
（ｐH）

溶液中の水素イオンの濃度を pH という記号で表します。ｐH7.0 を中性とし、それ
以上をアルカリ性、それ以下を酸性といいます。

生活排水 台所、洗濯、風呂などからの生活雑排水とし尿とを合わせて生活排水といいま
す。生活雑排水は、下水道や合併処理浄化槽に接続している家庭では、し尿とと
もに処理をされますが、その他の家庭では未処理のまま流されており、河川など
の公共用水域の大きな汚濁原因になっています。

生物化学的酸素
要求量（ＢＯＤ）

BioChemical Oxygen Demand（生物化学的酸素要求量）の略称で、河川の水
の中や工場排水中の汚染物質（有機物）が微生物によって無機化あるいはガス化
されるときに必要とされる酸素量のことで、単位は一般的に㎎/ℓで表します。
この数値が大きくなれば、その河川などの水中には汚染物質が多く水質が汚濁
していることを意味します。

ゼロエミッション
（Zero Emission）

循環再利用を徹底し、廃棄物ゼロ社会を構築しようとする考え方で、国連大学
が提唱したものです。

ゼロカーボンシティ 環境省では、「2050 年に CO2（二酸化炭素）を実質ゼロにすることを目指す旨を
首長自らまたは地方自治体として公表された地方自治体」をゼロカーボンシティと
定義しています。

騒音レベル 騒音計の周波数補正回路をＡ特性（人間の耳の感覚に近い周波数補正を行っ
たもの）として測定したときの指示値で、Ａ特性音圧レベルともいいます。
なお、騒音レベルはデシベル（ｄＢ）で表します。
[日常生活における騒音レベルの例]
120ｄＢ 飛行機のジェットエンジンの近く
110ｄＢ 自動車の警笛（前方 2ｍ、リベット打ち作業音）
100ｄＢ 電車が通るときのガード下
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ダイオキシン類 平成11年 7月に公布された「ダイオキシン類対策特別措置法」においては、ポリ
塩化ジベンゾーパラージオキシン（ＰＣＤＤ）及びポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）
にコプラナー塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）を含めてダイオキシン類と定義され
ています。
塩素がついている数や位置でＰＣＤＤは 75種類、ＰＣＤＦは 135種類、コプラナー
ＰＣＢは12種類の仲間がありますが、これらのうち毒性があるとみなされるのは29
種です。

堆肥 家畜ふん、わら、落ち葉などを積み重ね、微生物によって発酵・分解させた肥料
（つみごえ）です。

ＷＥＣＰＮＬ（加重等
価平均感覚騒音レ
ベル）

Weighted Equivalent Continuous Perceived Noise Level の略で、航空機によ
る騒音のうるささに着目した評価単位であり、加重等価平均感覚騒音レベルとい
われます。
航空機騒音の大きさ、頻度、飛行時間帯を考慮し求められます。

炭化水素（ＨＣ） 炭素と水素だけからなる有機化合物の総評です。石油、石油ガスの主成分であ
り、溶剤、塗料、医薬品及びプラスチック製品などの原料として使用され、さらに自
動車排出ガスにも含まれています。
環境大気中のメタンを除いた炭化水素（非メタン炭化水素）は、窒素酸化物ととも
に光化学オキシダントの主原因物質のため、光化学オキシダント生成の防止のた
めの濃度指針が定められています。

窒素酸化物
（ＮＯｘ）

窒素と酸素の反応によって生成する窒素酸化物は、一酸化窒素（ＮＯ）、二酸化
窒素（ＮＯ₂）などが知られています。これらは大気汚染の原因となり、二酸化窒素
は刺激性のガスで、その毒性はかなり強く、これを吸入すると肺の奥及び肺毛細
管まで侵入し、肺水腫を起こして死亡することがあります。

注意報発令 大気の汚染が著しくなり、人の健康または生活環境に被害が生じるおそれがあ
る場合として、大気汚染防止法施行令第11条の濃度になった場合、知事は広く一
般的に周知するとともに、ばい煙を排出する者や自動車の使用者、運転者などに
ばい煙の排出量の減少又は、排出量の減少又は、自動車の運行の自主的制限
について協力を求めることです。

低公害車 走行時の排出ガスによる環境負荷が小さく、環境の改善を図ることができる自動
車をいいます。
現在、天然ガス自動車、メタノール自動車、ハイブリッド自動車、電気自動車、及
び燃料電池自動車の 5種類がこれにあたります。

テトラクロロエチレン 無色透明のエーテルのような芳香のある重い液体で水に不溶、不燃性です。
ドライクリーニング用洗浄剤、金属の脱脂・洗浄剤、セルロールエステル及びエ
ーテルの混合物溶剤、フロンガス、ふっ素樹脂の原料として使用されます。

デシベル 音響工学、振動規制等で用いられる単位で、ある一定値を基準にしたレベル量
です。すなわち一定値をＡＯ、測定値をＡとしたとき次の式で示されます。
ｄＢ＝10 ｌｏｇ（Ａ/ＡＯ）

透明度 水の透明さを表します。通常、透明度板（白色で直径 30cm）を船上などから船の
下に下ろし透明度板に記したマークが見えなくなるまでの水深です。

特定施設 騒音規制法及び振動規制法では“工場又は事業場に設置される施設のうち、著
しい騒音や振動を発生する施設”を、水質汚濁防止法では“工場又は事業場に設
置される施設のうち、人の健康及び生活環境に被害を生ずるおそれのある物質を
含む汚水や排水を排出する施設”を、さらに、ダイオキシン類対策特別措置法で
は“工場又は、事業場に設置される施設のうち、ダイオキシン類を発生し、これを
大気中に排出したり、これを含む汚水や廃液を排出する施設”を特定施設と定
め、各法で規制対象施設としています。
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特定フロン 1985 年 3月オゾン層の保護に関するウィーン条約が採択され、同条約に関する
「モントリオール議定書」が 1987 年 9月に採択され、1989 年 1月に発効しました。
この議定書では、ＣＦＣ－１１、ＣＦＣ－１２、ＣＦＣ-１１３、ＣＦＣ－14、ＣＦＣ－１１５
の５種類を特定フロンと定義しており、特定フロンについては 1995 年（平成 7 年）
末で生産が全廃になっています。

土壌汚染 土壌が、重金属・酸性降下物、肥料、除草剤などの農薬、ごみの不衛生処分な
どによって汚染されることをいいます。
なお、「農地用の土壌の汚染防止法等に関する法律」では、特定有害物質として
カドミウム、銅、ひ素及びその化合物が指定されています。

二酸化硫黄
（ＳＯ₂）

硫黄を含む燃料（石油、石炭等）の燃焼時に硫黄が酸化されて二酸化硫黄（SO
₂）と三酸化硫黄（SO₃）が発生しますが、大部分は SO₂です。二酸化硫黄や三酸化
硫黄等を総称して硫黄酸化物といい、大気汚染の原因となります。
無色、刺激臭があり、粘膜質、特に気道に対する刺激作用があります。

2％除外値 全測定値を小さい値から並べ、数値の高いほうから数えて全体の 2％の範囲内
にある測定値を除いたあとの測定値の集団における最高値のことです。
数値の低いほうから数えて全体の98％目に相当する値のことを 98％値といいま
す。

ハイブリッド車 低公害車の一種で、低速では電気を使い、高速ではガソリンを使って走る自動
車、または、エンジンを使って発電し、その電力でモーターを回して走る自動車の
ことです。

ばい煙 硫黄酸化物、ばいじん及び有害物質の総称です。ばいじんは、燃料、その他の
物の燃焼又は熱源としての電気の使用等から発生するすすや固体粒子をいいま
す。
有害物質は、物の燃焼、合成、分解等に伴って発生するカドミウム、塩素、フッ
素、鉛、窒素酸化物などの人の健康又は生活環境に有害な物質をいいます。

微小粒子状物質
（ＰＭ２．５）

大気中に浮遊している粒子状物質で、粒径が 2.5μm（マイクロメートル）以下の
粒子のことです。
自動車の排気ガスや空気中のガスの化学反応に由来する粒子であると推測さ

れています。肺の奥深くまで入りやすく、ぜん息や気管支炎など呼吸疾患や循環
器系へ影響を与えると考えられています。
なお、μm（マイクロメートル）という単位は、ｍｍ（ミリメートル）の 1,000 分の１で

あり、PM2.5 の粒径は、髪の毛の直径 70μm の約 30 分の 1 となるため、人の目
には見えません。

BOD及び CODの
75％値

ＢＯＤ、ＣＯＤなどの生活環境保全に関する環境基準は、河川や海域等が通常
の状態（河川では低水量以上の流量）のときに測定することとなっており、測定デ
ータがすべて環境基準値を満たしていれば環境基準は達成されているとされま
す。
しかし、低水量等の把握は困難なため、運用上、測定されたデータのうち 75％

以上のデータが基準値を満たしていれば環境基準に適合しているとみなしていま
す。
そのため、年間データの値の小さいものから順に並べ、（0.75×n）番目（n は日

間平均値のデータ数）のデータ値をもって 75％値とし、環境基準と比較していま
す。例えば、年間 12 回の測定を行った場合、12 回×0.75＝9 回になるので、75％
値は小さい値から数えて 9番目のものになります。

PRTR(環境汚染物
質排出移動登録)

Pollutant Release and Transfer Register の略称で、大気、河川、湖沼など環
境中に大量に排出する事業者に対し、削減努力を促すとともに、管理、情報公開
を求める化学物質管理の新しいシステムで、欧米で導入が進んでおり、日本では
平成１１年７月に法制化されました。
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◎ごみを減らす 4R 運動◎

ｐｐｍ Parts per million の略で、100 万分の 1 を 1ｐｐｍといい、濃度を表す単位として
使用します。水の場合は、1 ㎏中のmg 数を表し、大気の場合は 1㎥中 1ｃ㎥のガ
ス容量を表します。

富栄養化 水域での生物の繁殖が活発になる現象を一般に富栄養化といい、この現象は
淡水、海水を問わず水中の栄養塩類（窒素、リン等）の増加により起こるとされて
います。
富栄養化自体は、水産業等にとって生産力が増加するなど好影響を与える面も
ありますが、実際には水質が不安定となり海域での赤潮、湖沼でのアオコの発生
や水道の臭いの水の原因となることもあり、環境に悪影響を及ぼすことが多くなっ
ています。

浮遊粒子状物質
（SPM）

浮遊粉じんのうちで、粒子径が 10 以下のものをいいます。粒子が小さいので人
の気道や肺胞に沈着し、呼吸器に影響を及ぼします。

フロン 「フロン」は日本で使われている呼称で、正式には｢クロロフルオロカーボン｣とい
い、炭化水素に塩素やフッ素が結びついた化合物の総称です。
このうち、クロロフルオロカーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボン
（HCFC）、ハロン、四塩化炭素、111－トリクロロエタン、臭化メチル及びハイドロブ
ロモフルオロカーボン（HBFC）の 7 物質がオゾン層を破壊する物質として、「モント
リオール議定書」で生産量及び消費量の削減が義務づけられています。

閉鎖性水域 地形等により水の交換が悪い内湾、内海、湖沼等の水域のことです。

ぼかし 有機肥料を微生物によって発酵させ、原形からぼかすところからボカシ肥料と呼
ばれています。農業用語では作物などに生の有機肥料を与えると肥料やけをおこ
し、根が枯れてしまうため、微生物を含んだ土の稲わらをかけて生の有機肥料の
成分をやわらげることをいいます。

マジックボックス 生ゴミと EMぼかし（発酵資材）を混ぜて密閉貯蔵するタイプの生ゴミ堆肥化専用
容器のひとつです。

マニフェスト 産業廃棄物の不法投棄などの不適正処理を防ぐため、産業廃棄物の運搬や処
理を処理業者に委託する場合、種類や数量を明記した「管理票」を使用しなけれ
ばなりません。この管理票を、マニフェストといいます。

藻場 海の中で海藻が多くある場所、陸上の森にたとえられます。

流域下水道 2つ以上の市町村からの下水を受け、処理するための下水道で終末処理場と幹
線管渠からなります。事業主体は原則として都道府県です。

①リデュース
（発生抑制）

ごみを出さないこと。「ごみの発生抑制」ともいわれます。生産工程で出るごみを
減らしたり、使用済み製品の発生量を減らすことをいいます。

②リユース
（再利用）

ビールびんなどのように、一つの製品をできる限り長く繰り返して使用することを
いいます。

③リサイクル
（再生利用）

使用済みの製品、材料などを原材料として形を変えて再生し、新しい製品、材料
として使用することをいいます。

④リフューズ
（発生回避）

レジ袋削減のためのマイバッグ持参や包装紙はできるだけ簡易包装にしてもら
うなど、ごみになるものを家に持ち込まないことをいいます。
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